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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 
 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 

決算年月 平成10年３月 平成11年３月 平成12年２月 平成13年２月 平成14年２月 平成15年２月 

チェーン全店売上高 (百万円) ― ― ― ― 860,441 891,889 

営業総収入 (百万円) ― ― ― ― 153,889 158,313 

経常利益 (百万円) ― ― ― ― 23,378 23,574 

当期純利益 (百万円) ― ― ― ― 11,304 11,490 

純資産額 (百万円) ― ― ― ― 97,398 106,083 

総資産額 (百万円) ― ― ― ― 188,564 194,487 

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― ― 1,130.35 1,230.19 

１株当たり 
当期純利益 (円) ― ― ― ― 131.18 132.28 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

(円) ― ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) ― ― ― ― 51.7 54.5 

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― 11.61 11.29 

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 19.55 10.44 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) ― ― ― ― 28,925 25,674 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) ― ― ― ― △  19,683 △ 18,854 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) ― ― ― ― △   3,245 △  6,540 

現金及び現金同等物 
の期末残高 (百万円) ― ― ― ― 39,113 39,392 

従業員数 
(外、嘱託及び 
パートタイマー等) 

(名) ― ― ― ― 1,924 
(290) 

1,900 
(313) 

(注) １ 当社は、平成13年７月、株式交換および会社分割により持株会社へ移行したため、第19期より連結財務
諸表を作成しております。 

２ チェーン全店売上高、営業総収入には、消費税等は含まれておりません。 
３ チェーン全店売上高には、エリアフランチャイザーの売上は含めておりません。 
４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 
５ 従業員数は就業人員を記載しております。 
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６ 第20期から、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり
当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 
なお、同基準および適用指針の適用に伴う影響については、第５経理の状況１連結財務諸表等（１）連
結財務諸表の（１株当たり情報）注記事項をご参照下さい。 

 

(2) 提出会社の経営指標等 
 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 

決算年月 平成10年３月 平成11年３月 平成12年２月 平成13年２月 平成14年２月 平成15年２月 

チェーン全店売上高 (百万円) 380,504 406,769 391,543 447,744 152,607 ― 

営業総収入 (百万円) 68,382 76,701 78,753 87,966 30,818 5,107 

経常利益 (百万円) 13,018 15,309 14,736 13,079 4,950 4,316 

当期純利益 (百万円) 7,081 7,960 7,818 5,166 3,022 4,374 

資本金 (百万円) 8,380 8,380 8,380 8,380 13,469 13,469 

発行済株式総数 (株) 44,203,200 48,623,520 48,623,520 48,623,520 86,183,226 86,183,226 

純資産額 (百万円) 47,653 54,536 62,453 65,528 89,530 91,263 

総資産額 (百万円) 90,719 97,501 103,255 114,105 93,998 95,665 

１株当たり純資産額 (円) 1,078.05 1,121.61 1,284.43 1,347.67 1,039.04 1,058.89 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
20.00 

(10.00) 

24.00 

(12.00) 

28.00 

(―) 

28.00 

(14.00) 

30.00 

(16.00) 

32.00 

(16.00) 

１株当たり 
当期純利益 (円) 160.20 163.71 160.80 106.24 39.32 50.40 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

(円) ― ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 52.5 55.9 60.5 57.4 95.2 95.4 

自己資本利益率 (％) 15.91 15.58 13.37 8.07 3.90 4.84 

株価収益率 (倍) 34.33 36.04 26.06 28.42 65.23 27.38 

配当性向 (％) 12.48 14.66 17.41 26.35 76.30 63.50 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) ― ― 12,491 16,021 ― ― 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) ― ― △4,256 △8,093 ― ― 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) ― ― △1,084 △2,433 ― ― 

現金及び現金同等物 
の期末残高 (百万円) ― 10,391 17,541 23,035 ― ― 

従業員数 
(外、嘱託及び 
パートタイマー等) 

(名) 
843 

(181) 

891 

(193) 

910 

(220) 

920 

(202) 

29 

(―) 

23 

(―) 

(注) １ 当社は、平成13年７月、株式交換および会社分割により持株会社へ移行しております。 
２ チェーン全店売上高、営業総収入には、消費税等は含まれておりません。 
３ チェーン全店売上高には、エリアフランチャイザーの売上は含めておりません。 
４ 第17期は、決算期変更に伴い、平成11年４月１日から平成12年２月29日までの11ヵ月となっております。 
  なお、中間配当は事業年度が１年に満たないため実施しておりません。 
５ 第19期の１株当たり配当額30円には、持株会社発足に伴う記念配当金２円を含んでおります。 
６ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 
７ 第19期より「営業活動によるキャッシュ・フロー」、「投資活動によるキャッシュ・フロー」、「財務
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活動によるキャッシュ・フロー」および「現金及び現金同等物の期末残高」については、連結財務諸表
を作成しているため記載を省略しております。 

８ 第15期、第16期および第19期の株式分割に伴う新株式発行については、それぞれ期首に分割が行われた
ものとして１株当たり当期純利益を算出しております。 

９ 第19期から自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たりの各数値（配当額は除
く。）の計算については発行済株式数から自己株式数を控除して算出しております。 

10 従業員数は就業人員を記載しております。 
11 第20期から、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり
当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 
なお、同基準および適用指針の適用に伴う影響については、第５経理の状況２財務諸表等（１）財務諸
表の（１株当たり情報）注記事項をご参照下さい。 
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２ 【沿革】 
当社（昭和48年４月５日設立、本店所在地 名古屋市中区、昭和63年７月29日商号を株式会社第一製材からサ

ークルケイ・ジャパン株式会社に変更。同日株式額面500円を50円に額面変更）は、サークルケイ・ジャパン株式

会社（昭和59年１月26日設立、本店所在地 名古屋市中村区、株式額面50,000円）の株式の額面金額を変更する

ため、昭和64年１月１日を合併期日として同社を吸収合併しました。合併により本店を名古屋市中村区に移転し、

同社の資産・負債およびその他一切の権利・義務を引き継ぎましたが、合併前の当社は休業状態にあり、以下の

事項は、被合併会社であるサークルケイ・ジャパン株式会社（実質上の存続会社）の設立前の状況を含めて事業

の変遷を記載しております。 

なお、被合併会社であるサークルケイ・ジャパン株式会社は下記に示したとおり、平成13年７月をもって株式

会社シーアンドエスに商号を変更しております。 

 

昭和54年12月 米国ザ・サークルＫ・コーポレーションとユニー株式会社との間で「実施権許諾契約 

（ＬＩＣＥＮＳＥ ＡＧＲＥＥＭＥＮＴ）」を締結。 

昭和55年３月 ユニー株式会社の事業部として第１号店（名古屋市天白区 島田店）を開店し、営業を開始。 

昭和59年１月 ユニー株式会社の100％出資により、サークルケイ・ジャパン株式会社を設立（本店所在地 名

古屋市中村区）。 

４月 ユニー株式会社より、米国ザ・サークルＫ・コーポレーションとの「実施権許諾契約 

（ＬＩＣＥＮＳＥ ＡＧＲＥＥＭＥＮＴ）」の地位承継。 

昭和64年１月 株式額面変更のためサークルケイ・ジャパン株式会社（形式上の存続会社）と合併。 

平成５年11月 米国ザ・サークルＫ・コーポレーションとの間で「商標およびその他の知的財産権売買契約」

を締結し、日本国内における「サークルケイ」等の商号、商標を買収。これにより、昭和54年

12月に締結した同社との「実施権許諾契約（ＬＩＣＥＮＳＥ ＡＧＲＥＥＭＥＮＴ）」を解

消。 

平成７年10月 名古屋証券取引所市場第二部に上場。 

平成８年９月 東京証券取引所市場第二部に上場。 

平成９年９月 東京証券取引所および名古屋証券取引所市場第一部に指定。 

平成10年10月 株式会社サンクスアンドアソシエイツと企業提携。 

平成12年９月 株式会社サンクスアンドアソシエイツとの事業統合に関する覚書締結。 

平成13年７月 

 

 

 

 

株式会社サンクスアンドアソシエイツとの株式交換（株式交換日：平成13年７月１日）により

同社を完全子会社とし、当社を分割会社とする会社分割（会社分割期日：平成13年７月１日）

により当社の営業の全部を承継するサークルケイ・ジャパン株式会社を完全子会社として設

立。同時に商号を「サークルケイ・ジャパン株式会社」より「株式会社シーアンドエス」へ変

更。 
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３ 【事業の内容】 
当社グループは、スーパーストアを展開するユニー株式会社の企業グループに属し、株式会社シー
アンドエス(当社)の下にサークルケイ・ジャパン株式会社と株式会社サンクスアンドアソシエイツの
完全子会社２社、その外子会社10社、関連会社13社の計26社からなる企業集団であります。その主た
る事業はコンビニエンスストアのフランチャイズチェーン展開であります。また、上記完全子会社２
社は、エリアフランチャイズ方式によるコンビニエンスストアの店舗展開を許諾しております。 
当社グループのコンビニエンスストアの展開地域は、平成15年２月末現在、北海道から鹿児島まで
の35都道府県となっております。 
事業の系統図は次のとおりであります。 
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４ 【関係会社の状況】 
平成13年７月、株式会社サンクスアンドアソシエイツは、株式交換により当社の完全子会社となり、サークル

ケイ・ジャパン株式会社は、当社を分割会社とする会社分割により、当社の営業の全部を継承する完全子会社と

して設立されており、同時に、当社は、商号をサークルケイ・ジャパン株式会社より変更し、持株会社へ移行し

ました。 

この事業統合により、当社は、コンビニエンスストアのフランチャイズチェーン展開を主たる事業とする企業

集団を形成しております。 
 

名称 住所 
資本金又は 
出資金 
(百万円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の所有 
（被所有） 
割合(％) 

関係内容 

(親会社)      

ユニー㈱ 
(注)１ 愛知県稲沢市 10,129 総合小売業 （46.9）兼務役員１名 

(連結子会社)      

サークルケイ・ジャパン㈱ 
(注)２ ３ 愛知県稲沢市 8,380 コンビニエンス ストア事業 100.0 

当社の経営戦略に基づくコ
ンビニエンスストア事業の
展開 
兼務役員 ４名 

㈱サンクスアンドアソシエイツ 
(注)２ ３ 東京都港区 5,089 コンビニエンス ストア事業  100.0 

当社の経営戦略に基づくコ
ンビニエンスストア事業の
展開 
兼務役員 ４名 

(注) １ 有価証券報告書の提出会社であります。 
２ 特定子会社であります。 
３ サークルケイ・ジャパン㈱および㈱サンクスアンドアソシエイツの営業総収入（連結会社相互間の内部
営業総収入を除く）の連結営業総収入に占める割合がそれぞれ10％を超えております。 
＜サークルケイ・ジャパン㈱＞ 
 主要な損益情報等 ①営業総収入 93,090百万円  
 ②経常利益 13,754百万円  
 ③当期純利益 7,432百万円  
 ④純資産額 54,973百万円  
 ⑤総資産額 104,582百万円  

 
＜㈱サンクスアンドアソシエイツ＞ 
 主要な損益情報等 ①営業総収入 65,223百万円  
 ②経常利益 10,656百万円  
 ③当期純利益 4,835百万円  
 ④純資産額 35,753百万円  
 ⑤総資産額 77,019百万円  
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５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 
平成15年２月28日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

コンビニエンスストア事業 1,900 
(313) 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 
２ 従業員数欄の( )内は、外書で嘱託及びパートタイマー等(期中平均在籍人員「８時間換算」)でありま
す。 

３ コンビニエンスストア事業の単一セグメントであり、当社、サークルケイ・ジャパン株式会社および株
式会社サンクスアンドアソシエイツの３社の合計を記載しております。 

   なお、従業員数のうち、サークルケイ・ジャパン株式会社の従業員は960名、嘱託50名、パートタイ
マー等160名(期中平均在籍人員「８時間換算」)であり、株式会社サンクスアンドアソシエイツの従業
員は917名、嘱託5名、パートタイマー等98名(期中平均在籍人員「８時間換算」)であります。 

 

(2) 提出会社における状況 
平成15年２月28日現在 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

23 38.1 12.5 7,825 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 
２ 当社の従業員は、サークルケイ・ジャパン株式会社および株式会社サンクスアンドアソシエイツより受
け入れた出向者により構成されております。 
 また、平均勤続年数の記載は、出向元である会社からの期間を通算して算出しております。 

 

(3) 労働組合の状況 

＜サークルケイ・ジャパン株式会社＞ 

サークルケイ・ジャパン株式会社の労働組合は「全ユニー労働組合サークルケイ支部」と称し、昭和45

年10月14日に結成された全ユニー労働組合に属しております。平成15年２月28日現在の組合員数は793名あ

りますが、労使関係は円滑に推移しており、特記すべき事項はありません。 

 

＜株式会社サンクスアンドアソシエイツ＞ 

株式会社サンクスアンドアソシエイツの労働組合は、「サンクスクラブ」と称し、平成４年９月５日に

結成され、ユニオンショップ制であります。また、ゼンセン同盟に属しております。平成15年２月28日現

在の組合員数は804名ありますが、労使関係は円滑に推移しており、特記すべき事項はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 
(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善は見られたものの、政府による財政再建政策の影

響を受け、デフレが加速される結果となりました。さらに、所得・雇用情勢の一段の悪化とあいまって個人

消費は伸び悩むなど、不況感を脱しきれずに推移しました。 

コンビニエンスストア業界におきましても長引くデフレを反映し、客単価の下落が続き、既存店の売上伸

長率が引き続き前年を下回るなど、低調に推移いたしました。 

このような環境の下において、当社グループは、従来にも増して量より質を重視し、競争力の高い店舗の

出店に努めてまいりました。 

この結果、当連結会計年度末の店舗数は前年度末より当社グループ合計で２４６店舗純増し、４,９６７店

舗（エリアフランチャイザーを含む当社グループ合計では３４７店舗の純増の６,２４１店舗）となりました。 

しかしながら、既存店の売上伸長率は、当社グループ合計で９８.０％（サークルケイ９８.４％、サンク

ス９７.５％）となりました。 

また、当連結会計年度におけるチェーン全店の売上高は、前年同期比１０３.７％の８,９１８億８千９百

万円（エリアフランチャイザーを含む当社グループでは、前年同期比１０４.６％の１兆９３５億６千万円）、

また、連結営業総収入は前年同期比１０２.９％の１,５８３億１千３百万円となりました。 

 

利益面につきましては、新店の売上寄与により、連結営業総利益は、前年同期比１０２.９％の１,２２７

億３千１百万円となりましたが、連結営業利益は、前年同期比９８.５％の２４１億６千８百万円、連結経常

利益は、前年同期比１００.８％の２３５億７千４百万円と当初の計画を下回りました。連結当期純利益は、

前年同期比１０１.６％の１１４億９千万円となりました。 

 

当連結会計年度における株式会社シーアンドエスおよび連結子会社であるサークルケイ・ジャパン株式会

社、株式会社サンクスアンドアソシエイツの事業の概況および経営成績は下記のとおりであります。 

  

（株式会社シーアンドエス） 

当社は、引き続き持株会社の特性を最大に発揮できる環境を整備してまいりました。 

マーケティング本部では、サークルケイ、サンクスの商品本部とともに値入率の向上に努め、関東にお

いて冷凍食品ベンダーを共有化するなど物流改革にも取り組みました。 

商品面において、有名店や各種媒体等とのタイアップ企画、異業種との共同企画を積極的に実施し、両

事業会社の商品品質、売上ならびにイメージ向上に貢献いたしました。 

なお、スケールメリットを生かし値入率の向上を図りましたが、高額額面のハイウェイカードの販売中

止に伴う駆け込み需要により、値入率の低いサービス商品の売上構成比が上昇するなどしたため、商品全

体の平均値入率は、サークルケイで前年同期比０.２ポイントマイナスの２８.０％、サンクスでは前年同

期比０.１ポイントマイナスの２８.８％となりました。 

システム本部では、統合会計システムを導入し、両事業会社の全ての基幹システムが統合されました。

また、「ぴあ」、「ＣＮプレイガイド」のチケット発券システムの開発、料金収納業務に係わる新しいバ

ーコードへの対応、データウエアハウスの構築などを行いました。 

これらの営業活動の結果、連結子会社２社よりグループ運営収入として７億４百万円、受取配当金とし

て４４億３百万円を得、営業総収入は５１億７百万円、経常利益は４３億１千６百万円、当期純利益は４

３億７千４百万円となりました。 

なお、前年同期比につきましては、前期の営業成績に旧サークルケイ・ジャパン株式会社の平成13年３

月から６月までのコンビニエンスストア事業の営業成績が含まれているため、記載しておりません。 
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（サークルケイ・ジャパン株式会社） 

トップチェーンの中京地区進出などますます熾烈な競争環境となる中、店舗開発面におきましては、立

地条件、収益をより重視した店舗開発を進めてまいりました。 

また、酒・たばこの免許品や駐車場などの店舗機能にこだわった物件開発を行うとともに、リロケート

（店舗の置換・移転）を２６店舗行うなど、既存エリアの強化も図ってまいりました。 

これらの結果、サークルケイ本体では、当初の計画どおり２３０店舗を開店したものの、１０３店舗の

閉店を行った結果、当連結会計年度末の店舗数は、サークルケイ本体で１２７店舗純増の２,７１０店舗

（エリアフランチャイザーを含む当社グループでは２,９７１店舗）となりました。 

店舗運営面におきましては、「お客様満足度の向上に徹する」をキーワードに、店舗運営レベルの向上

に取り組みました。お客様の視点から見た店舗の問題点を本部と加盟店とが共有し、店舗間格差の是正に

努めました。また、店舗スタッフの戦略化を図るとともに、単品棚卸システムの導入による店舗の在庫情

報などを把握し、売場の活性化を図り、お客様のニーズに合わせた品揃えの実現に注力いたしました。 

商品面におきましては、ファーストフードにおいて、ご飯の味を更に追求すべく炊飯の見直しに着手し、

商品の「質」と「価値」を高める取り組みを続けました。また、「ホテルレストラン」「有名店」「有名

シェフ」とのタイアップ企画を通して得たノウハウを活用し品質向上に努めました。カウンターＦＦにお

いては、新規導入の店内オーブンを使用した「アチアチバンズ」を展開し、良好な販売実績を残しました。

加工食品・非食品では、ユニーグループのプライベートブランド「ｅ－プライス」を導入するなど、お買

得感の訴求と他チェーンとの差別化を図りました。サービス商品では、「ＣＮプレイガイド」チケットを

導入するとともに、フリーペーパー「Ｋ・ｉｎｇ」を発行し、チケット販売の強化、新規顧客の獲得に注

力いたしました。さらに、キャラクター電報、健康診断の受付など、新規サービスの導入も積極的に進め

てまいりました。 

以上のような営業活動の結果、当連結会計年度におけるチェーン全店の売上高は４,８５６億７千万円

（エリアフランチャイザーを含む当社グループでは５,２１９億１百万円）、営業総収入は９３０億９千万

円、経常利益は１３７億５千４百万円、当期純利益は７４億３千２百万円となりました。 

なお、前年同期比につきましては、サークルケイ・ジャパン株式会社は平成13年７月より会社分割によ

り設立されましたので行っておりません。 

 

（株式会社サンクスアンドアソシエイツ） 

店舗開発面におきましては、駅構内や地下鉄、大学構内など従来にない新しい立地への出店により、話

題性、宣伝効果の向上を図りました。そのほか、ＪＡ全農みえグループの三重農協食品㈱とフランチャイ

ズ契約を締結し、三重県内の開発を進めていく体制を整えました。 

また、リロケート（店舗の置換・移転）２８店舗に加え、駐車場の拡大、増床を８４店舗実施し、店舗

の活性化および店舗機能の改善を行いました。 

これらの結果、サンクス本体で１８８店舗、エリアフランチャイザー１３社合計で１２５店を開店した

ものの、閉店をサンクス本体で６９店舗、エリアフランチャイザー合計で４０店舗行った結果、当連結会

計年度末の店舗数は、サンクス本体で１１９店舗純増の２,２５７店舗（エリアフランチャイザーを含む当

社グループでは３,２７０店舗）となりました。 

店舗運営面につきましては、「サンクスのが好きといわれたい」のビジョン標語の下、お客様の視点を

第一に現場主義を徹底し、店舗オペレーション・レベルの向上を図りました。また、店舗スタッフの戦力

化、新店舗システムのさらなる活用による発注精度の向上を図り、既存店の競争力強化に努めました。 

商品面におきましては、ベーカリーショップをイメージし、製法から販売までを大幅に変更した「ベー

カリールネッサンス」シリーズを展開し、良好な販売実績を残しました。加工食品では、異業種との共同

企画を積極的に実施し、売上とイメージ向上に努めましたが、酒販売自由化への規制緩和に伴い、酒類の

売上は苦戦を強いられました。 

サービス商品では、「ぴあ」のチケット商品の取扱いを開始し、客数増加のための戦略商品として位置

付け、売上の促進に努めました。 

以上のような営業活動の結果、当連結会計年度におけるチェーン全店の売上高は前年同期比１０３.３％

の４,０６２億１千９百万円（エリアフランチャイザーを含む当社グループでは前年同期比１０５.０％の

５,７１６億５千８百万円）、営業総収入は前年同期比１０４.５％の６５２億２千３百万円、経常利益は
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前年同期比９８.１％の１０６億５千６百万円、当期純利益は前年同期比９８.３％の４８億３千５百万円

となりました。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結キャッシュ・フローにつきましては、長引くデフレの影響などにより、客単価

の下落傾向に歯止めがかからず、既存店の売上伸長率も引き続きマイナスとなりました。その結果、現金及び

現金同等物の当連結会計年度末の残高は、前連結会計年度末残高より２億７千９百万円増加し、３９３億９千

２百万円（前年度末比１００.７％）となりました。 

 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 税金等調整前当期純利益は２１０億６千１百万円（前年同期比９９.７％）となり、減価償却費及び償却費

が１００億７千万円発生いたしました。また、買掛金の増加による営業債務の増加などにより、営業活動に

よるキャッシュ・フローは、前連結会計年度より３２億５千１百万円少ない２５６億７千４百万円（前年同

期比８８.８％）の収入超過となりました。 

 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 新規出店や既存店の店舗条件改善などによる有形固定資産の取得による支出９２億９千９百万円、新店な

どにかかる保証金の差入による支出８０億６千２百万円、また、主にシステムのソフトウェア開発に伴う無

形固定資産の取得・長期前払費用の支出３０億９千４百万円などにより、投資活動によるキャッシュ・フロ

ーは、前連結会計年度より８億２千９百万円少ない１８８億５千４百万円（前年同期比９５.８％）の支出超

過となりました。 

 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 主に、株式会社サンクスアンドアソシエイツにて社債の償還金３０億円支出したことなどにより、財務活

動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度より３２億９千５百万円多い６５億４千万円（前年同期比

２０１.５％）の支出超過となりました。 

 

(注) 業績等の概要における記載金額は、消費税等を含まない金額としております。 
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２ 【最近の営業の状況】 

(1) コンビニエンスストア事業に係る店舗数 
 

チェーン全店店舗数(店) 
地域別 前連結会計年度末 

（平成14年２月28日） 
当連結会計年度末 
(平成15年２月28日) 比較増減 

＜サークルケイ＞    
東京都 43 57 14 
神奈川県 132 137 5 
新潟県 21 32 11 
富山県 75 81 6 
石川県 123 126 3 
福井県 54 57 3 
長野県 93 102 9 
岐阜県 237 246 9 
静岡県 307 312 5 
愛知県 824 850 26 
三重県 206 210 4 
滋賀県 58 59 1 
京都府 110 112 2 
大阪府 116 128 12 
兵庫県 32 40 8 
奈良県 49 53 4 
和歌山県 7 12 5 
岡山県 96 96 ― 
計 2,583 2,710 127 

＜サンクス＞    
北海道 249 252 3 
岩手県 67 76 9 
秋田県 78 83 5 
宮城県 133 137 4 
山形県 83 81 △ 2 
福島県 13 14 1 
茨城県 63 64 1 
千葉県 153 159 6 
埼玉県 44 42 △ 2 
東京都 468 506 38 
神奈川県 214 214 ― 
岐阜県 17 18 1 
愛知県 132 141 9 
三重県 20 27 7 
大阪府 213 235 22 
兵庫県 139 147 8 
岡山県 40 42 2 
広島県 12 19 7 
計 2,138 2,257 119 

合計 4,721 4,967 246 
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(2) コンビニエンスストア事業に係るチェーン全店売上高 

コンビニエンスストア事業における地域別および商品別のチェーン全店売上高は以下のとおりであります。 

① 地域別売上状況 
 

前連結会計年度 
（自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 地域別 

売上高（百万円） 構成比（％） 売上高（百万円） 構成比（％）

前年同期比 
（％） 

＜サークルケイ＞      
東京都 5,731 1.2 8,434 1.7 147.2 
神奈川県 22,732 4.9 24,324 5.0 107.0 
新潟県 1,976 0.4 4,417 0.9 223.5 
富山県 10,951 2.3 11,572 2.4 105.7 
石川県 20,992 4.5 21,283 4.4 101.4 
福井県 8,275 1.8 8,565 1.8 103.5 
長野県 15,074 3.2 16,462 3.4 109.2 
岐阜県 43,286 9.3 44,771 9.2 103.4 
静岡県 53,349 11.4 52,552 10.8 98.5 
愛知県 172,736 37.0 176,194 36.3 102.0 
三重県 38,957 8.3 38,322 7.9 98.4 
滋賀県 9,401 2.0 8,924 1.8 94.9 
京都府 17,988 3.9 18,969 3.9 105.5 
大阪府 17,643 3.8 20,732 4.3 117.5 
兵庫県 4,742 1.0 5,566 1.1 117.4 
奈良県 8,364 1.8 8,618 1.8 103.0 
和歌山県 962 0.2 1,701 0.4 176.9 
岡山県 14,164 3.0 14,252 2.9 100.6 
計 467,330 100.0 485,670 100.0 103.9 

＜サンクス＞      
北海道 40,561 10.3 39,320 9.7 96.9 
岩手県 12,243 3.1 13,138 3.2 107.3 
秋田県 12,594 3.2 13,307 3.3 105.7 
宮城県 22,292 5.7 22,181 5.5 99.5 
山形県 11,519 2.9 10,590 2.6 91.9 
福島県 1,614 0.4 2,023 0.5 125.3 
茨城県 10,355 2.6 10,263 2.5 99.1 
千葉県 29,942 7.6 30,547 7.5 102.0 
埼玉県 8,800 2.3 8,220 2.0 93.4 
東京都 95,194 24.2 100,813 24.8 105.9 
神奈川県 42,923 10.9 42,666 10.5 99.4 
岐阜県 2,814 0.7 3,042 0.8 108.1 
愛知県 26,092 6.7 28,793 7.1 110.4 
三重県 3,003 0.8 3,956 1.0 131.7 
大阪府 41,522 10.6 43,432 10.7 104.6 
兵庫県 24,781 6.3 24,745 6.1 99.9 
岡山県 5,942 1.5 7,039 1.7 118.5 
広島県 910 0.2 2,137 0.5 234.7 
計 393,110 100.0 406,219 100.0 103.3 

合計 860,441 ― 891,889 ― 103.7 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記表には、エリアフランチャイザーの売上は含んでおりません。 



ファイル名:021_9343900101505 更新日時:03/04/29 12:26 印刷日時:03/06/02 8:45 

―  ― 14

 

② 商品別売上状況 
 

前連結会計年度 
（自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 商品別 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

前年同期比 
（％） 

＜サークルケイ＞      

ファースト・フード 98,366 21.0 101,571 20.9 103.3 

生鮮食品 52,611 11.3 55,677 11.5 105.8 

加工食品 151,756 32.5 154,361 31.8 101.7 

食品小計 302,734 64.8 311,610 64.2 102.9 

非食品 128,781 27.5 132,071 27.2 102.6 

サービス 35,813 7.7 41,988 8.6 117.2 

計 467,330 100.0 485,670 100.0 103.9 

＜サンクス＞      

ファースト・フード 73,730 18.7 74,703 18.4 101.3 

生鮮食品 48,231 12.3 50,980 12.6 105.7 

加工食品 146,987 37.4 143,517 35.3 97.6 

食品小計 268,950 68.4 269,201 66.3 100.1 

非食品 101,386 25.8 105,413 25.9 104.0 

サービス 22,774 5.8 31,603 7.8 138.8 

計 393,110 100.0 406,219 100.0 103.3 

合計 860,441 ― 891,889 ― 103.7 

(注) １ 数量は品目が多岐にわたり、表示することは困難かつ適切でないため記載を省略しております。 
２ 上記表には、エリアフランチャイザーの売上は含んでおりません。 
３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
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３ 【対処すべき課題】 
 コンビニエンスストア業界においては、既存店の売上が依然として厳しい環境が続いております。業界全体

の総店舗数が横ばいで推移するなか、当社グループは、引き続き業界第２位の日販額を維持しつつ高水準の店

舗拡大を図ってまいりました。さらに、質的成長路線を構築すべく、次期を大規模な構造改革の年度と位置付

け、不採算店舗等を一掃するとともに、固定費に対する構造的な対策を実施してまいります。 

また、この春より設置の構造改革委員会の活動を通じて、商品力、販売力の向上はもちろん、加盟店の利益確

保にも積極的に取り組んでまいります。 
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４ 【経営上の重要な契約等】 
(1)加盟店契約の要旨 

サークルケイ・ジャパン株式会社（以下「サークルＫ本部」という）および株式会社サンクスアンドアソシ

エイツ（以下「サンクス本部」という）がフランチャイズ・チェーン展開を行うために、各本部とそれぞれの

加盟者との間で結ぶ基本契約であり、契約内容の要旨は次のとおりであります。 

＜サークルＫ本部＞ 

ａ．契約の名称 

サークルＫ・フランチャイズ契約 

 

ｂ．契約の本旨 

サークルＫ本部の許諾によるコンビニエンスストア経営のためのフランチャイズ契約関係を形成する

ことであります。 

 

ｃ．契約の目的 

当事者（サークルＫ本部と加盟者）の協力に基づき、サークルＫ・システムによる統一性をもったコ

ンビニエンスストア事業を展開させることによって、両者の共存共栄を図り、併せて地域住民のよりよ

い生活実現のために奉仕することを目的とします。 

 

ｄ．加盟に際し徴収する加盟金、保証金その他の金銭に関する事項 

徴収する金銭の額 その性質 

総額    3,000,000円 下記(ａ)から(ｄ)までの合計 

内訳  

(ａ) 開業準備手数料 

1,000,000円 

 

加盟者の開店がただちにできる状態にするため開店前にサークル

Ｋ本部が実施する立地調査から商品陳列までの開業諸準備作業に関

する手数料（消費税等は別途） 

(ｂ) 研修費用 

300,000円 

開店前にサークルＫ本部で行う11日間の研修のための費用で交通

費、食費、宿泊費を含み２名分の費用（消費税等は別途） 

(ｃ) 加盟証拠金 

500,000円 

サークルＫ店として加盟するための証拠金 

(ｄ) 商品等買取代金 

1,200,000円 
 
 

開業時に必要な在庫商品、消耗品、備品、釣り銭用現金等を賄う

ための一部として加盟者が自己資本として積立てる金額（この金額

を超える部分の費用はサークルＫ本部が調達し、自動融資の中に組

込みます） 

 

ｅ．フランチャイズ権の付与（ライセンスの許諾） 
(ａ) サークルＫ店を象徴する“サークルケイ”等の商標、サービスマーク、意匠、記号、デザインそ

の他の標章の使用権 
(ｂ) サークルＫ・システムの経営ノウハウとその情報、各種マニュアル・資料・書式等を使用する権

利 
(ｃ) サークルＫ本部が貸与する営業用什器・設備等を使用する権利 

を与えております。 

ｆ．研修 

(ａ) 開店前加盟契約者（オーナー）研修 

(イ) 本部研修の内容 

 サークルＫ店経営のための管理手法、商品知識、接客方法および各種帳票、報告書類の作成な

どの講義（５日間） 

(ロ) 直営店における研修（６日間） 

(ｂ) その他の研修（本件は契約書上は記載しておりません） 

パート・アルバイトを対象とした研修（随時）並びに年２回の「サークルＫセミナー」を開催 
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ｇ．サークルＫ勘定 

加盟契約者の開業日から契約終了までの間の当事者間のすべての取引、債権・債務を継続的に、明確に

記帳し、順次決済を行う計算方法であり、自動融資制度の基本を成すものであります。 

 

ｈ．加盟店経営上の、サークルＫ本部からの助言・指導・援助 

(ａ) 担当者を派遣して、店舗・商品・販売に関する定期的、継続的助言・指導 

(ｂ) 加盟店の知名度を高め、販売を促進するための広告宣伝 

(ｃ) 販売情報等の資料の提供と店舗総合情報システムに関する情報の提供 

(ｄ) 商品開発の実施と仕入先の推奨・各種仕入の援助 

(ｅ) 実地棚卸の実施とその結果による商品管理上の改善事項の助言 

(ｆ) 経営資料の代行作成と提供（従業員給与計算を含む） 

 

ｉ．加盟者からの定期的に徴収する金銭関係 

加盟者の営業時間により、原則として下記の割合による金額を、サークルＫ本部が実施するサービスの

対価として徴収します。 

(ａ) ＳＡタイプの場合 

月間売上総利益の600万円未満の部分に対して30％相当額 

月間売上総利益の600万円以上750万円未満の部分に対して19％相当額 

月間売上総利益の750万円以上の部分に対して14％相当額 

 

(ｂ) ＳＣタイプの場合 

月間売上総利益の240万円未満の部分に対して37％相当額 

月間売上総利益の240万円以上340万円未満の部分に対して57％相当額 

月間売上総利益の340万円以上の部分に対して62％相当額 

 

なお、加盟者が収受する年間総収入金額がサークルＫ本部の定める一定の金額に満たない場合には、そ

の満たない部分をサークルＫ本部が負担する制度（最低保証制度）を採り入れています。 

 

ｊ．契約の期間・更新および契約の解除（ＳＡタイプ、ＳＣタイプ） 

(ａ) 契約の期間 

加盟店の開店日から満10年間（120会計期間） 

(ｂ) 契約の更新 

期間満了に際して、加盟者とサークルＫ本部の協議により合意に基づき新たな契約が行われます。 

(ｃ) 契約の解除 
(イ) サークルＫ店の経営の維持が困難であると認められる場合（銀行取引停止処分、破産、民事再生
等の申し立て、死亡、法律行為能力の喪失、店舗使用権の喪失等）は契約解除となります。 

(ロ) 背信行為（営業の譲渡、経営ノウハウ・経営機密等の漏洩、経営時における虚偽の申告等）や経
営放棄等の契約違反が発生し、もはや経営の継続を認めることができない場合は催告なしに解除す
ることができます。 

 

＜サンクス本部＞ 

ａ．契約の名称 

サンクス・フランチャイズ・チェーン加盟店契約 

 

ｂ．契約の本旨 

サンクス本部の許諾によるコンビニエンスストア経営のためのフランチャイズ契約関係を形成すること

であります。 
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ｃ．加盟に際し徴収する加盟金、その他の金銭に関する事項 

徴収する金銭の額 その性質 

総額     2,000,000円 下記(ａ)と(ｂ)の合計 

内訳  

(ａ) 加盟金 

1,000,000円 

サンクス店として加盟する証拠金（消費税等は別途） 

(ｂ) 開業準備手数料 

1,000,000円 
 
 

契約前の立地調査から、店舗プランニング、研修、商品陳列ま

で、加盟者の開店がただちにできる状態にするためにサンクス本部

が担当実施する開店準備の諸作業に関する手数料（消費税等は別

途） 

 

ｄ．フランチャイズ権の付与に関する事項 

(ａ) サンクス・システムの経営ノウハウとその情報、これに必要な各種マニュアル・資料・書式とこ

れを使用する権利 

(ｂ) “サンクス”の商標・サービスマーク・意匠著作権その他の標章の使用権 

(ｃ) サンクス本部が貸与する営業用什器・設備の使用権 

を与えております。 

 

ｅ．加盟者に対する商品の販売条件に関する事項 

(ａ) 加盟者の開店時に在庫する商品は、開店日までにサンクス本部が準備し、加盟者は仕入原価で買

い取ります。開店後の商品は、加盟者がサンクス本部の推薦する仕入先およびその他の仕入先から

買い取ります。 

(ｂ) 開店時の在庫品の代金は、開店前日に加盟者がサンクス本部に送金する商品等準備金の一部をも

って充当決済されるほか、開店後原則として毎日サンクス本部に送金される売上金から随時充当決

済されます。 

 

ｆ．研修 

(ａ) 加盟に際しての研修 

 加盟者はサンクス本部の定める研修のすべての課程を修了することを要します。 

(ｂ) 研修の内容 

(イ) 教室内研修（５日間） 

 サンクス本部の実施するフランチャイズ・システムの理解、販売心得、接客方法、商品管理、

仕入の事務処理、帳票類の作成および従業員の管理方法 

(ロ) 直営店における実務研修（８日間） 

 

ｇ．加盟者に対する継続的な経営指導の方法 

(ａ) 担当者を派遣して、店舗、商品、販売、その他経営に関する定期的継続的指導・助言 

(ｂ) 販売情報等の資料の提供およびサンクス本部のシステムに関する情報の提供 

(ｃ) 各加盟店の知名度を高め、販売促進のための広告宣伝 

(ｄ) 業務の合理化のための店舗総合情報システム機器等の提供 

(ｅ) 従業員採用・教育・管理に関するマニュアルおよび情報の提供 

(ｆ) 毎月の経営の計数管理のための会計業務の代行 

(ｇ) 実地棚卸の実施とその結果による商品管理の改善の助言 

(ｈ) 商品仕入等についての与信 
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ｈ．加盟者からの定期的に徴収する金銭関係 

 加盟者の営業時間により、原則として下記の割合による金額を、サンクス本部が実施するサービス等の

対価として徴収します。 

(ａ) 通常フランチャイズ店 

(イ) 24時間営業店舗 

月間売上総利益に月間売上総利益の額に応じ段階的に定められた料率（最大31％）を乗じた額 

(ロ) 上記以外の営業時間の店舗 

月間売上総利益に月間売上総利益の額に応じ段階的に定められた料率（最大33％）を乗じた額 
 
(ｂ) サンクス本部が加盟者に店舗を提供する場合 

(イ) 外装費、店舗賃借費用等をサンクス本部が負担し、内装費を加盟者が負担する場合 

月間売上総利益に月間売上総利益の額に応じ段階的に定められた料率（最大45％）を乗じた額 
 
(ロ) 内外装費、店舗賃借費用等をサンクス本部が負担する場合 

月間売上総利益に月間売上総利益の額に応じ段階的に定められた料率（最大50％）を乗じた額 
 
ｉ．契約の期間、契約の更新および契約の解除 

(ａ) 契約の期間 

加盟店としての新規開店日を初日とする満10年間 

(ｂ) 契約の更新 

 契約満了に当たって、加盟者とサンクス本部が協議により、合意に基づいて新たな契約が行われ

ます。（更新期間は５年間） 

(ｃ)契約の解除 

(イ) 死亡、解散、法律行為能力の喪失、店舗の滅失等それ自体で経営が不可能のときは契約が自動

的に終了される。 

(ロ) 当事者の極度の信用低下（銀行取引停止処分から破産申立等まで）により経営の維持が困難と

認められる場合および加盟者の基本的な契約の破壊行為（営業の譲渡、経営ノウハウ・企業機密

の漏洩等の不信行為）や経営放棄等経営の継続が不可能な場合は、催告なしに解除することがで

きます。 
 

(2)エリアフランチャイズ契約の要旨 

＜サークルケイ・ジャパン株式会社＞ 

ａ．株式会社サークルケイ・ノースジャパン 

(ａ) 契約日      昭和61年３月15日 

(ｂ) 契約名      「サークルＫ・エリアフランチャイズ実施権許諾契約」 

(ｃ) 契約内容     青森県、岩手県、秋田県下におけるコンビニエンスストア「サークルＫ店」の

経営およびフランチャイズ店の営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満19年間 

(ｅ) 契約の条件    ロイヤルティ 全売上高の一定料率 

（注）平成15年３月１日付で同社とのエリアフランチャイズ実施権許諾契約を合意解約しております。

また、これに伴い同日付でシーケー東北株式会社とエリアフランチャイズ実施許諾契約を締結

しております。 
 

ｂ．サークルケイ四国株式会社 

(ａ) 契約日      平成８年５月14日 

(ｂ) 契約名      「サークルＫ・エリアフランチャイズ実施権許諾契約」 

(ｃ) 契約内容     愛媛県、香川県、徳島県、高知県下および広島県の一部におけるコンビニエン

スストア「サークルＫ店」の経営およびフランチャイズ店の営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     定めなし 

(ｅ) 契約の条件    ロイヤルティ 全売上高の一定料率 
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＜株式会社サンクスアンドアソシエイツ＞ 

ａ．サンクス西埼玉株式会社 

(ａ) 契約日      平成14年４月15日（更新日） 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     荒川以西の埼玉県、東京都西多摩地区におけるコンビニエンスストア「サンク

ス店」の直営およびフランチャイズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

 

ｂ．栄興サンクス株式会社 

(ａ) 契約日      昭和63年６月30日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     北海道の釧路、帯広、北見圏におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の

直営およびフランチャイズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

 

ｃ．サンクス東埼玉株式会社 

(ａ) 契約日      昭和63年７月19日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     荒川以東の埼玉県におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営および

フランチャイズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

 

ｄ．サンクス東海株式会社 

(ａ) 契約日      平成元年９月６日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     愛知県東部、静岡県西部におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営

およびフランチャイズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

 

ｅ．サンクス京阪奈株式会社 

(ａ) 契約日      平成元年10月26日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     奈良県、京都府、滋賀県におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営

およびフランチャイズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 
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ｆ．サンクス西四国株式会社 

(ａ) 契約日      平成４年８月27日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     愛媛県、高知県におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営およびフ

ランチャイズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

 

ｇ．サンクス青森株式会社 

(ａ) 契約日      平成６年３月１日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     青森県におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営およびフランチャ

イズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

 

ｈ．株式会社サンクスアンドアソシエイツ東四国 

(ａ) 契約日      平成７年１月12日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     香川県、徳島県におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営およびフ

ランチャイズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

 

ｉ．株式会社サンクス・ホクリア 

(ａ) 契約日      平成７年１月24日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     石川県、福井県におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営およびフ

ランチャイズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

 

ｊ．株式会社サンクスアンドアソシエイツ富山 

(ａ) 契約日      平成８年７月２日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     富山県におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営およびフランチャ

イズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 
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ｋ．株式会社シー・ヴイ・エス・ベイエリア 

(ａ) 契約日      平成９年１月14日 

(ｂ) 契約名      「サンクス企業フランチャイズ契約」 

(ｃ) 契約内容     東京都９特別区、千葉県全域におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の

直営およびフランチャイズ店の独占権を有しない営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     平成９年３月１日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 営業する店舗数に応じ、段階的に定められた金額 

 

ｌ．株式会社サンクスアンドアソシエイツ栃木 

(ａ) 契約日      平成９年３月12日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     栃木県におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営およびフランチャ

イズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

 

ｍ．南九州サンクス株式会社 

(ａ) 契約日      平成10年８月21日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     鹿児島県、宮崎県におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営および

フランチャイズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 
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(3) グループ運営業務契約 

当社とサークルケイ・ジャパン株式会社およびに株式会社サンクスアンドアソシエイツとは、グループ事業

運営にあたり、当社がサークルケイ・ジャパン株式会社および株式会社サンクスアンドアソシエイツヘの役務

の提供として、「グループ事業戦略の決定・提示」、「グループ事業活動の管理」および「グループ集中業

務」を行うことについて、合意いたしましたので、平成13年７月２日付にて「グループ運営業務契約」を締結

しております。 

グループ運営業務の概要につきましては、次のとおりであります。 

① グループ事業戦略の決定・提示 

次の事業戦略を決定し、サークルケイ・ジャパン株式会社および株式会社サンクスアンドアソシエイツに

対して提示するものとする。 

・企業価値最大化への戦略 

・ブランド戦略、新規事業戦略 

・商品メーカー、商品仕入先戦略 

・物流戦略 

・財務戦略 

・情報システム戦略 

② グループ事業活動の管理 

・各事業会社(サークルケイ・ジャパン株式会社および株式会社サンクスアンドアソシエイツ)の指導 

・各事業会社(サークルケイ・ジャパン株式会社および株式会社サンクスアンドアソシエイツ)間の調整 

・予算管理 

・システム開発、運用、保守のマネジメント 

③ グループ集中業務 

・合同商談の推進、合同キャンペーンの実施 

・連結決算に係る業務 

・ＩＲ、グループ広報の実施 

・次期情報システムの企画、開発 

・ｅビジネス、金融ビジネスの統括 

 

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 
当連結会計年度の設備投資については、販売競争の激化に対応し、顧客の利便性を一層向上させること等を目

的として、総額１９８億６千万円の設備投資を実施しました。 

主なものとして、店舗の新設に伴う投資を１４１億５千３百万円、既存店舗の機能改善・設備の改修増強等に

伴う投資を３４億２千４百万円行っております。 

また、システム関連として１９億８千２百万円の投資を行っております。 

なお、当連結会計年度において、重要な設備の除却、売却等はありません。 
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２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 
 

帳簿価額(百万円) 

事業所名 所在地 設備の内容 
建物及び 
構 築 物 

器具及び 
備  品 

土地 
(面積千㎡) 

その他の 
有  形 
固定資産 

合  計 

従業 
員数 
(名) 

本部 東京都 
中央区 本部 2 3 ― 

(―) ― 5 23 

合計 ― ― 2 3 ― 
(―) ― 5 23 

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 国内子会社 

① サークルケイ・ジャパン株式会社 
 

帳簿価額(百万円) 

事業所名 所在地 設備の内容 
建物及び 
構 築 物 

器具及び 
備  品 

土地 
(面積千㎡) 

その他の 
有  形 
固定資産 

合  計 

従業 
員数 
(名) 

本部・ 
事務所(注)３ 

愛知県 
稲沢市 他 

本部・ 
事務所 202 196 150 

( 0) 6 555 873 

物流センター 
   (注)４ 

名古屋市 
港区 他 

物流 
センター 331 0 1,829 

( 8) 30 2,190 ― 

店舗 
(2,807店) 
   (注)５ 

名古屋市 
天白区 他 店舗 13,636 4,485 4,905 

(37) ― 23,026 87 

合計 ― ― 14,169 4,682 6,884 
(46) 36 25,773 960 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他の有形固定資産」は、機械及び装置30百万円、車両運搬具6百万円であり、建
設仮勘定は含まれておりません。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
３ 上記区分の「本部・事務所」には福利厚生施設としての寮が含まれております。 
４ 物流センターの運営につきましては、外部に委託しております。 
５ 店舗にはサークルケイ・ジャパン株式会社が所有するエリアフランチャイズ(97店舗)にかかるものを含
んでおります。 

６ 従業員数の中には、嘱託及びパートタイマー等は含まれておりません。 
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② 株式会社サンクスアンドアソシエイツ 
 

帳簿価額(百万円) 

事業所名 所在地 設備の内容 
建物及び 
構 築 物 

器具及び 
備  品 

土地 
(面積千㎡) 

その他の 
有  形 
固定資産 

合  計 

従業 
員数 
(名) 

本部・事務所 東京都 港区 他 
本部・ 
事務所 199 101 345 

(2) 0 646 822 

店舗 
(2,257店) 

仙台市 
大田区 他 店舗 10,046 103 1,538 

(17) ― 11,689 95 

合計 ― ― 10,246 205 1,884 
(20) 0 12,336 917 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他の有形固定資産」は、車両運搬具であり、建設仮勘定は含まれておりません。 
２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
３ 従業員数の中には、嘱託及びパートタイマー等は含まれておりません。 

 

上記のほか、主要なリース設備として以下のものがあります。 

会社名 事業所名 
(所在地) 設備の内容 リース期間 年間リース料 （百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 備考 

店舗用販売 
設備一式 ５～６年 1,893 5,432 (注) 

サ ー ク ル ケ イ ・ 
ジ ャ パ ン ㈱ 

愛知県 
稲沢市 他 販売時点情報管理 

装置及び事務機器 ４～６年 2,821 7,694 (注) 

店舗・オフィス用 
什器設備 ５～６年 5,764 16,868  

㈱ サ ン ク ス ア ン ド 
ア ソ シ エ イ ツ 

東京都 
港区  他 

業務用車両 ３年 142 229  

(注) サークルケイ・ジャパン株式会社の年間リース料およびリース契約残高には、エリアフランチャイズにか
かるものを含んでおります。 

 
３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 
 

投資予定額 
会社名 事業所名 

(所在地) 設備の内容 総額 
(百万円) 

既支払額 
(百万円) 

資金調達方法 備考 

長野県 
諏訪市 他 

店舗の新設及び 
改修 

8,789 630 自己資金 新設予定店舗 
200店舗 サ ー ク ル ケ イ ・ 

ジ ャ パ ン ㈱ 愛知県 
稲沢市 他 情報システム他 

821 ― 〃  

東京都 
足立区 他 

店舗の新設及び 
改修 

8,199 501 自己資金 新設予定店舗 
200店舗 ㈱ サ ン ク ス ア ン ド 

ア ソ シ エ イ ツ 東京都 
港区  他 情報システム他 

780 ― 〃  

合計 ― ― 18,589 1,132 ― ― 

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
２ 提出会社の「情報システム」の投資につきましては、提出会社がサークルケイ・ジャパン株式会社およ
び株式会社サンクスアンドアソシエイツの情報システムにおける企画開発および支払の窓口となってお
りますが、それぞれの事業会社の「情報システム他」の投資に含めて記載しております。 
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(2) 重要な設備の除却等 

国内子会社であるサークルケイ・ジャパン株式会社および株式会社サンクスアンドアソシエイツの２社にお

いて、構造改革の断行により、店舗資産の高質化を進めるため、店舗の閉店（閉店計画店舗数は、サークルケ

イ・ジャパン株式会社２５０店舗、株式会社サンクスアンドアソシエイツ２００店舗の計４５０店舗）に伴う

設備の除却等の損失として、サークルケイ・ジャパン株式会社で１２億９千９百万円、株式会社サンクスアン

ドアソシエイツで１４億４千万円の合計２７億３千９百万円（消費税等は除く）を見込んでおります。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 180,000,000 

計 180,000,000 

(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 
 当社が発行する株式の総数は、180,000,000株とする。 
 ただし、消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。 

 

② 【発行済株式】 
 

種類 事業年度末現在発行数(株) 
(平成15年２月28日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成15年５月28日) 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 内容 

普通株式 86,183,226 86,183,226 

東京証券取引所 
(市場第一部) 
名古屋証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 86,183,226 86,183,226 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額 
 

(百万円) 

資本金残高 
 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 
平成10年５月20日 

(注)１ 4,420 48,623 ― 8,380 ― 8,400 

平成13年７月１日 
(注)２ 23,195 71,819 5,089 13,469 17,822 26,223 

平成13年10月22日 
(注)３ 14,363 86,183 ― 13,469 ― 26,223 

(注) １ 株式分割 １：1.1 
２ 平成13年７月１日付、株式会社サンクスアンドアソシエイツとの株式交換(交換比率１：0.9)の実施に
伴うものであります。 

３ 株式分割 １：1.2 
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(4) 【所有者別状況】 
平成15年２月28日現在 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 その他の 法人 
外国 
法人等 

外国法人 
等のうち 
個人 

個人 
その他 計 

単元未満 
株式の状況 
(株) 

株主数 
(人) ― 85 24 395 147 4 10,937 11,588 ― 

所有株式数 
(単元) ― 195,559 24,046 434,818 118,615 14 85,883 858,921 291,126 

所有株式数 
の割合(％) ― 22.77 2.80 50.62 13.81 0.00 10.00 100.00 ― 

(注) １ 自己株式25,685株は、「個人その他」の欄に256単元、「単元未満株式の状況」の欄に85株含まれてお
ります。 
 なお、期末日現在の実質的な所有株式数は、25,685株であります。 

２ 上記「その他の法人」および「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞ
れ19単元および87株含まれております。 

 

(5) 【大株主の状況】 
平成15年２月28日現在 

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

ユニー株式会社 愛知県稲沢市天池五反田町１番地 40,247 46.70 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社（信託口） 東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,476 4.03 

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社（信託口） 東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,774 3.22 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 2,134 2.48 

ＵＦＪ信託銀行株式会社 
（信託勘定Ａ口） 東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 1,553 1.80 

ドイチェ信託銀行株式会社 東京都千代田区永田町二丁目11番１号 1,341 1.56 

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室） 

225 フランクリン ストリート 
ボストン マサチューセッツ 02110 
アメリカ 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

1,323 1.53 

橘 髙 隆 哉 東京都目黒区青葉台二丁目13番６号 975 1.13 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社 
（信託口４Ｇ） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 880 1.02 

ザ チェース マンハッタン 
バンク エヌエイ ロンドン 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室） 

ウールゲイトハウス コルーマン スト
リート ＥＣ２Ｐ ２ＨＤ イギリス 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

764 0.89 

計 ― 55,471 64.36 

(注) 所有株式数は、千株未満を切り捨てて記載しております。 
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成15年２月28日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） （自己保有株式） 普通株式   25,600 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 85,866,500 858,665 ― 

単元未満株式 普通株式   291,126 ― ― 

発行済株式数 86,183,226 ― ― 

総株主の議決権 ― 858,665 ― 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,900株(議決権 
19個)含まれております。 

２ 「単元未満株式数」の欄には、当社所有の自己株式が85株、証券保管振替機構名義の株式が87株含まれ
ております。 

 

② 【自己株式等】 
平成15年２月28日現在 

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所 

自己名義 
所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％) 

（自己保有株式） 
株式会社シーアンドエス 

愛知県稲沢市天池五反田町
１番地 25,600 ― 25,600 0.0 

計 ― 25,600 ― 25,600 0.0 

 

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 
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２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議による自己株式の買受け等、子会社からの自己株式の買受け等又は再評価差額金

による消却のための自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 
平成15年５月22日現在 

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 普通株式 500,000 1,000,000,000 

再評価差額金による消却のための
買受けに係る決議 ― ― ― 

計 普通株式 500,000 1,000,000,000 

（注）上記授権株式数の当定時株主総会の終結した日現在の発行済株式数に対する割合は0.6％であります。 

 

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の

状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 
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３ 【配当政策】 
当社は、高い成長性の維持と経営基盤強化のために内部留保の充実を前提としながら、業績に見合った株主へ

の利益還元を積極的に行ってまいります。安定配当を維持することを第一と考えておりますが、当面は、連結当

期純利益の約２０％を配当として還元し、将来的には、配当性向を２５～３０％まで高める方針であります。 

当事業年度の配当金につきましては、平成14年８月末の中間配当を１株当たり１６円としており、また、期末

配当金を１６円とし、１株当たり３２円の年間配当金を実施いたしました。 

この結果、当事業年度の配当性向（連結ベース）は２４.２％となります。 

 

(注) 当事業年度の中間配当に関する取締役会決議日 平成14年10月15日 

 

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 
 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 

決算年月 平成10年３月 平成11年３月 平成12年２月 平成13年２月 平成14年２月 平成15年２月 

最高(円) 7,330 
※ 5,550 6,250 5,970 4,880 4,510 

※ 3,860 3,350 

最低(円) 5,050 
※ 5,270 3,700 3,720 3,020 2,520 

※ 2,140 1,347 

(注) １ 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 
   なお、当社株式は平成９年９月１日から東京証券取引所市場第一部に上場しております。 
２ ※印は株式分割権利落後の最高・最低株価を示しております。 
３ 第17期は、平成11年６月29日開催の第16期定時株主総会において、決算期を３月31日から２月末日に変
更しております。 

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 
 

月別 平成14年９月 10月 11月 12月 平成15年１月 ２月 

最高(円) 2,710 2,610 1,899 1,819 1,754 1,867 

最低(円) 2,195 1,786 1,570 1,479 1,515 1,347 

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 
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５ 【役員の状況】 
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 所有株式数 
(千株) 

昭和43年９月 ㈱長崎屋入社 
昭和49年７月 ㈱ブラジル長崎屋 

代表取締役社長就任 
昭和55年７月 ㈱サンクスアンドアソシエイツ 

代表取締役社長就任 
昭和60年４月 同社代表取締役専務就任 
昭和60年５月 ㈱長崎屋退職 
平成４年５月 ㈱サンクスアンドアソシエイツ 

代表取締役副社長就任 
平成４年11月 同社代表取締役社長就任 
平成10年12月 当社顧問 
平成11年６月 当社取締役就任 

代表取締役会長 経営戦略会議議長 橘髙 隆哉 昭和14年11月24日 

平成13年７月 当社代表取締役会長就任(現任) 

975 

昭和36年４月 ㈱外山商店入社 
昭和41年11月 ㈱西川屋チェン入社 
昭和54年12月 ユニー㈱サークルＫ・ジャパン 

事業部商品部長 
昭和59年２月 同社国際室シニアマネージャー 
昭和61年３月 当社取締役就任 
平成元年４月 当社運営本部長 
平成２年４月 当社常務取締役就任 
平成６年６月 当社専務取締役就任 

代表取締役社長 最高経営責任者 外山 泰三 昭和17年８月26日 

平成８年６月 当社代表取締役社長就任(現任) 

59 

昭和45年３月 ㈱西川屋チェン入社 
昭和56年８月 ユニー㈱サークルＫ・ジャパン 

事業部マーチャンダイザー 
平成７年４月 当社商品本部長 
平成７年６月 当社取締役就任(現任) 
平成８年４月 当社営業統括本部商品本部長 
平成10年４月 当社商品本部長 
平成11年４月 当社商品本部物流管理部長 
平成13年３月 当社社長付 

取締役 マーケティング 
本部長 木内 宏重 昭和22年11月19日 

平成13年７月 当社マーケティング本部長(現任) 

20 

昭和46年３月 ユニー㈱入社 
昭和53年９月 同社人事部付 

(ユニー労働組合専従) 
昭和62年９月 同社人事部付 

(ユニー労働組合中央執行委員長) 
平成９年10月 同社中京本部中運営部岩倉店店長 
平成11年４月 同社中京本部中運営部長 
平成13年３月 当社人事部付部長 

(㈱シーアンドエス設立準備担当) 
平成13年５月 当社取締役就任(現任) 
平成13年７月 当社総合企画室長就任（現任） 

取締役 総合企画室長 
 兼資金管理本部長 平野 俊文 昭和24年１月23日 

平成14年11月 当社資金管理本部長就任（現任） 
当社システム本部長就任 

3 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 所有株式数 

(千株) 

昭和63年８月 ㈱ジェイエフコーポレーション 
退社 

平成元年10月 ㈱サンクスアンドアソシエイツ 
入社 

平成６年２月 同社店舗運営本部運営推進部 
シニアマネージャー 

平成11年１月 同社業務提携委員会システム統一
本部シニアマネージャー 

平成12年３月 同社システム本部副本部長 
平成13年５月 同社取締役システム本部副本部長 

就任 

取締役 システム本部長 金子 祥三 昭和30年１月３日 

平成15年５月 当社取締役システム本部長就任
（現任） 

4 

昭和36年７月 ㈱西川屋入社 
昭和45年４月 ㈱西川屋チェン取締役就任 
昭和46年４月 ユニー㈱取締役就任 
昭和52年６月 ㈱ユーストア代表取締役社長就任 
平成５年５月 ユニー㈱代表取締役社長就任 
平成５年５月 ㈱ユーストア取締役会長就任 

(現任) 
平成９年５月 ユニー㈱代表取締役会長就任 
平成10年６月 当社取締役就任 
平成11年５月 ㈱サンクスアンドアソシエイツ 

取締役会長就任(現任) 
平成11年６月 当社取締役会長就任 
平成13年５月 ユニー㈱取締役会長就任 
平成13年５月 当社取締役(現任) 

取締役 ――――― 家田 美智雄 昭和９年１月７日 

平成13年７月 サークルケイ・ジャパン㈱ 
取締役会長就任（現任） 

18 

昭和44年３月 ㈱西川屋チェン入社 
昭和54年12月 ユニー㈱サークルＫ・ジャパン 

事業部企画室長代理 
昭和61年３月 当社取締役就任（現任） 
平成元年４月 当社取締役開発本部長 
平成２年４月 当社常務取締役就任 
平成８年４月 当社統括本部長 
平成８年４月 当社専務取締役就任 
平成11年５月 ㈱サンクスアンドアソシエイツ 

取締役就任 
平成12年５月 当社ｅ－ビジネス事業部長 

当社代表取締役専務就任 

取締役 ――――― 土 方 清 昭和20年１月10日 

平成13年７月 サークルケイ・ジャパン㈱ 
代表取締役社長就任(現任) 

59 

昭和45年４月 名古屋トヨペット㈱入社 
昭和45年９月 ㈱ユニー（現ユニー㈱）入社 
昭和58年３月 同社サークルＫ・ジャパン事業部 

経理管理担当主査 
平成６年４月 当社管理本部長 
平成６年６月 当社取締役就任 
平成８年４月 当社業務統括本部管理本部長 
平成10年４月 当社管理本部長 
平成13年３月 当社開発本部長 
平成13年７月 サークルケイ・ジャパン㈱ 

取締役開発本部長就任 
平成15年２月 ㈱サンクスアンドアソシエイツ 

顧問 

取締役 ――――― 夫馬 泰彦 昭和22年７月12日 

平成15年５月 同社代表取締役社長就任(現任) 
当社取締役就任（現任） 

10 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 所有株式数 

(千株) 

昭和60年３月 ㈱サンクスアンドアソシエイツ 
入社 

平成５年９月 同社開発部副本部長 
平成７年５月 同社取締役就任 
平成13年２月 同社取締役社長付特命担当 
平成13年７月 当社常勤監査役就任(現任) 

常勤監査役 ――――― 高屋 修治 昭和20年１月19日 

平成14年５月 サークルケイ・ジャパン㈱ 
監査役就任(現任) 
㈱サンクスアンドアソシエイツ 
監査役就任（現任） 

14 

昭和44年３月 ㈱ほていや(現ユニー㈱)入社 
昭和57年９月 ユニー㈱サークルＫ・ジャパン 

事業部第一営業部主査 
昭和62年９月 当社総務人事部部長代理 
平成４年３月 当社東京営業統括部長兼開発部長 
平成８年４月 当社総合企画室経営企画担当部長 
平成13年３月 当社人事部付部長 
平成13年７月 当社常勤監査役就任(現任) 

常勤監査役 ――――― 宮崎 恒充 昭和21年10月25日 

平成14年５月 サークルケイ・ジャパン㈱ 
監査役就任(現任) 
㈱サンクスアンドアソシエイツ 
監査役就任（現任） 

15 

昭和45年３月 ㈱西川屋チェン入社 
昭和61年１月 同社香港特別プロジェクトマネー

ジャー 
昭和61年10月 ユニー香港㈱取締役営業本部長 

就任 
平成３年５月 同社代表取締役社長就任 
平成11年５月 ユニー㈱常勤監査役就任(現任) 

監査役 ――――― 豊田 裕之 昭和19年12月22日 

平成12年５月 当社監査役就任(現任) 

― 

平成５年７月 名古屋国税局課税第２部次長 
平成６年７月 名古屋西税務署長 
平成７年７月 名古屋中税務署長 

監査役 ――――― 桂川 明 昭和13年２月２日 

平成８年９月 桂川明税理士事務所開業 

― 

    平成14年５月 当社監査役就任（現任）  

計 1,180 

(注) 監査役のうち豊田裕之および桂川明は株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に
定める社外監査役であります。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表および財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成13年３月１日から平成14年２月28日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基

づき、当連結会計年度（平成14年３月１日から平成15年２月28日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づ

いて作成しております。 

 また、当連結会計年度の連結財務諸表については、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則

の一部を改正する内閣府令」（平成14年３月26日内閣府令第11号）附則第２項ただし書き、および「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成14年10月18日内閣府令第66

号）附則第４項ただし書きの規定により改正後の連結財務諸表規則を早期適用しております。 

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成13年３月１日から平成14年２月28日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度（平成14年３月１日から平成15年２月28日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

 また、当事業年度の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改

正する内閣府令」（平成14年３月26日内閣府令第９号）附則第２項ただし書き、および「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成14年10月18日内閣府令第66号）附則第４

項ただし書きの規定により改正後の財務諸表等規則を早期適用して作成しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成13年３月１日から平成14年２月28日ま

で)および前事業年度(平成13年３月１日から平成14年２月28日まで)並びに当連結会計年度(平成14年３月１日か

ら平成15年２月28日まで)および当事業年度(平成14年３月１日から平成15年２月28日まで)の連結財務諸表および

財務諸表について、中央青山監査法人の監査を受けております。 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 
 

  前連結会計年度 
(平成14年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成15年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金 ※２  29,114   33,893  

２ 加盟店貸勘定   4,161   3,711  

３ 有価証券   11,010   5,501  

４ たな卸資産   2,200   1,915  

５ 前払費用   2,678   2,928  

６ 繰延税金資産   1,282   1,122  

７ 未収入金   7,833   9,654  

８ その他   3,854   3,217  

９ 貸倒引当金   △ 1,047   △  707  

流動資産合計   61,089 32.4  61,237 31.5 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

（1）建物及び構築物  37,523   42,331   

減価償却累計額  16,779 20,743  17,912 24,418  

（2）機械装置及び運搬具  261   268   

減価償却累計額  220 41  231 37  

（3）器具及び備品  17,998   17,761   

減価償却累計額  12,249 5,748  12,870 4,890  

（4）土地   8,056   8,768  

（5）建設仮勘定   307   93  

有形固定資産合計   34,897 18.5  38,208 19.7 

２ 無形固定資産        

（1）ソフトウェア   9,754   9,323  

（2）ソフトウェア仮勘定   1,566   ―  

（3）連結調整勘定   12,720   11,972  

（4）その他   2,601   2,100  

無形固定資産合計   26,642 14.1  23,396 12.0 

３ 投資その他の資産        

（1）投資有価証券 ※１  5,302   6,715  

（2）繰延税金資産   4,352   5,187  

（3）長期差入保証金   51,124   53,570  

（4）その他   6,544   7,943  

（5）貸倒引当金   △ 1,387   △ 1,770  

投資その他の資産合計   65,935 35.0  71,645 36.8 

固定資産合計   127,474 67.6  133,250 68.5 

資産合計   188,564 100.0  194,487 100.0 
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  前連結会計年度 

(平成14年２月28日) 
当連結会計年度 
(平成15年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 買掛金   37,020   37,963  

２ 加盟店借勘定   2,677   3,094  

３ 短期借入金   2,300   1,650  

４ １年内償還予定社債   3,000   ―  

５ 未払金   4,742   4,937  

６ 未払法人税等   6,149   4,868  

７ 繰延税金負債   66   ―  

８ 預り金   13,332   14,979  

９ 賞与引当金   762   736  

10 その他   4,560   3,664  

流動負債合計   74,612 39.5  71,894 37.0 

Ⅱ 固定負債        

１ 退職給付引当金   4,085   4,140  

２ 役員退職慰労引当金   304   370  

３ 預り保証金   12,068   11,861  

４ その他   95   137  

固定負債合計   16,553 8.8  16,509 8.5 

負債合計   91,165 48.3  88,404 45.5 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金   13,469 7.1  ― ― 

Ⅱ 資本準備金   26,223 13.9  ― ― 

Ⅲ 連結剰余金   57,134 30.3  ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   627 0.4  ― ― 

   97,454   ―  

Ⅴ 自己株式   △  55 △0.0  ― ― 

資本合計   97,398 51.7  ― ― 

        

Ⅰ 資本金   ― ―  13,469 6.9 

Ⅱ 資本剰余金   ― ―  26,223 13.5 

Ⅲ 利益剰余金   ― ―  65,932 33.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   ― ―  532 0.2 

Ⅴ 自己株式 ※５  ― ―  △  74 △ 0.0 

資本合計   ― ―  106,083 54.5 

負債・資本合計   188,564 100.0  194,487 100.0 
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② 【連結損益計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比 

(％) 金額(百万円) 百分比 
(％) 

Ⅰ 営業収入        

加盟店からの収入  95,313   98,861   
（加盟店からの収入の対象
となる加盟店売上高（エ
リアフランチャイザーを
除く）は次のとおりであ
ります。 

       

前連結会計年度 
814,271百万円 

当連結会計年度 
844,820百万円 

       

また自営店売上高との合
計額（エリアフランチャ
イザーを除く）は次のと
おりであります。 

       

前連結会計年度 
860,441百万円 

当連結会計年度 
891,889百万円) 

       

その他の営業収入  12,405 107,719 70.0 12,383 111,244 70.3 

Ⅱ 売上高  ( 46,169) 46,169 (100.0) 30.0 ( 47,069) 47,069 (100.0) 29.7 
営業総収入合計   153,889 100.0  158,313 100.0 

Ⅲ 売上原価  ( 34,670) 34,670 ( 75.1) 22.5 ( 35,582) 35,582 ( 75.6) 22.5 
売上総利益  ( 11,499)  ( 24.9) ( 11,487)  ( 24.4) 

営業総利益   119,219 77.5  122,731 77.5 

Ⅳ 販売費及び一般管理費        

１ 支払手数料  5,020   4,725   

２ 広告宣伝費  10,200   9,451   

３ 消耗品費  1,320   1,547   

４ 役員報酬  369   377   

５ 従業員給与・賞与  12,485   13,021   

６ 賞与引当金繰入額  762   736   

７ 退職給付引当金繰入額  793   1,017   
８ 役員退職慰労引当金 
  繰入額  114   66   

９ 法定福利費・厚生費  2,223   2,268   

10 賃借料  27,794   30,965   

11 店舗設備リース料  9,762   10,331   

12 減価償却費  8,795   9,095   

13 水道光熱費  2,630   2,321   

14 事務処理費  4,750   4,777   

15 貸倒引当金繰入額  395   102   

16 連結調整勘定償却額  748   748   

17 その他  6,505 94,673 61.5 7,008 98,562 62.2 

営業利益   24,545 16.0  24,168 15.3 
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前連結会計年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比 

(％) 金額(百万円) 百分比 
(％) 

Ⅴ 営業外収益        

１ 受取利息  289   305   

２ 受取配当金  23   31   

３ 受取補償金  ―   156   

４ その他  304 617 0.4 191 685 0.4 

Ⅵ 営業外費用        

１ 支払利息  123   77   

２ 解約損害金  1,206   1,167   

３ 事業統合関連費  206   ―   

４ その他  249 1,785 1.2 34 1,279 0.8 

経常利益   23,378 15.2  23,574 14.9 

Ⅶ 特別利益        

１ 固定資産売却益 ※１ 126   57   

２ 貸倒引当金戻入額  11 138 0.1 18 76 0.0 

Ⅷ 特別損失        

１ 固定資産処分損 ※２ 614   1,051   

２ 投資有価証券評価損  452   554   

３ ソフトウェア更新損  1,148   539   

４ その他  174 2,390 1.6 444 2,589 1.6 

税金等調整前当期純利益   21,125 13.7  21,061 13.3 
法人税、住民税及び 
事業税  10,440   10,244   

法人税等調整額  △  620 9,820 6.4 △  673 9,570 6.0 

当期純利益   11,304 7.3  11,490 7.3 
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③ 【連結剰余金計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 連結剰余金期首残高   48,121  ― 

Ⅱ 連結剰余金減少高      

１ 配当金  2,190  ―  

２ 役員賞与  101 2,291 ― ― 

Ⅲ 当期純利益   11,304  ― 

Ⅳ 連結剰余金期末残高   57,134  ― 

      

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高      

資本準備金期首残高   ―  26,223 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   ―  26,223 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高      

連結剰余金期首残高   ―  57,134 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

当期純利益  ― ― 11,490 11,490 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 配当金  ―  2,584  

２ 役員賞与  ― ― 107 2,692 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   ―  65,932 
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前当期純利益  21,125 21,061 

２ 減価償却費及び償却費  10,573 10,070 

３ 連結調整勘定償却額  748 748 

４ 有価証券評価損  452 554 

５ 固定資産処分損益  1,636 1,533 

６ 貸倒引当金の増加額  208 43 

７ 賞与引当金の減少額  △   73 △   25 

８ 退職給付引当金の増加額  71 54 

９ 役員退職慰労引当金の増減額  △  161 66 

10 受取利息及び受取配当金  △  313 △  337 

11 支払利息  123 77 

12 営業債権の増減額  685 △  273 

13 たな卸資産の増減額  △  107 285 

14 営業債務の増加額  3,009 1,359 

15 預り金の増加額  2,199 1,704 

16 役員賞与  △  101 △  107 

17 その他  △ 1,037 95 

小計  39,038 36,910 

18 利息及び配当金の受取額  248 263 

19 利息の支払額  △   95 △   80 

20 法人税等の支払額  △ 10,266 △ 11,419 

営業活動によるキャッシュ・フロー  28,925 25,674 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 有価証券の売却による収入  ― 1,000 

２ 有形固定資産の取得による支出  △ 9,335 △ 9,299 

３ 有形固定資産の売却による収入  693 310 

４ 無形固定資産の取得・長期前払費用 
  の支出  △ 5,979 △ 3,094 

５ 投資有価証券の取得による支出  △  746 △ 5,118 

６ 投資有価証券の売却による収入  1,901 3,000 

７ 貸付による支出  △  664 △ 1,926 

８ 貸付金の回収による収入  304 1,799 

９ 差入保証金の差入による支出  △ 7,576 △ 8,062 

10 差入保証金の回収による収入  1,897 2,660 

11 その他  △  177 △  122 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △ 19,683 △ 18,854 
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前連結会計年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入金の借入による収入  2,300 22,350 

２ 短期借入金の返済による支出  △ 2,400 △ 23,000 

３ 長期借入金の返済による支出  △  900 ― 

４ 社債の償還による支出  ― △ 3,000 

５ 配当金の支払額  △ 2,190 △ 2,584 

６ 預り保証金の受入  4,394 1,130 

７ 預り保証金の返済  △ 4,395 △ 1,417 

８ その他  △   54 △   19 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △ 3,245 △ 6,540 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  5,996 279 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  33,116 39,113 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  39,113 39,392 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数      ２社 
  連結子会社の名称 
   サークルケイ・ジャパン㈱ 
   ㈱サンクスアンドアソシエイツ 

(1) 連結子会社の数      ２社 
  連結子会社の名称 
   サークルケイ・ジャパン㈱ 
   ㈱サンクスアンドアソシエイツ 

   
 (2) 主要な非連結子会社の名称 

   サークルケイ・システムサービ
ス㈱ 

   ときめきドットコム㈱ 
   ㈱スタイルデザイナー 
   ㈱サンクスリテイルサポート総

研 
 
  連結の範囲から除いた理由 
    非連結子会社８社の合計の総

資産、営業収入、当期純損益お
よび剰余金(持分に見合う額)
は、いずれも連結財務諸表に重
要な影響を及ぼしていないため
であります。 

(2) 主要な非連結子会社の名称 
   サークルケイ・システムサービ

ス㈱ 
   ときめきドットコム㈱ 
   ㈱スタイルデザイナー 
   ㈱サンクスリテイルサポート総

研 
 
  連結の範囲から除いた理由 
    非連結子会社10社の合計の総

資産、営業収入、当期純損益お
よび利益剰余金(持分に見合う
額)等は、いずれも連結財務諸
表に重要な影響を及ぼしていな
いためであります。 

   
２ 持分法の適用に関する事
項 

(1) 持分法を適用した非連結子会社数 
―社 

(1) 持分法を適用した非連結子会社数 
―社 

   
 (2) 持分法を適用した関連会社数 

―社 
(2) 持分法を適用した関連会社数 

―社 
   
 (3) 持分法を適用していない非連結子

会社および関連会社のうち主要な
会社等の名称 

   サークルケイ・システムサービ
ス㈱ 

   ときめきドットコム㈱ 
   ㈱スタイルデザイナー 
   ㈱サンクスリテイルサポート総

研 
   ㈱イープラット 
  
  持分法を適用しない理由 
    持分法非適用会社は、それぞ

れ連結純損益および連結剰余金
に及ぼす影響が軽微であり、か
つ全体としても重要性がないた
め、持分法の適用から除外して
おります。 

(3) 持分法を適用していない非連結子
会社および関連会社のうち主要な
会社等の名称 

   サークルケイ・システムサービ
ス㈱ 

   ときめきドットコム㈱ 
   ㈱スタイルデザイナー 
   ㈱サンクスリテイルサポート総

研 
   ㈱イープラット 
  
  持分法を適用しない理由 
    持分法非適用会社は、当期純

損益（持分に見合う額）および
利益剰余金（持分に見合う額）
等からみて、持分法の対象から
除いても連結財務諸表に及ぼす
影響が軽微であり、かつ、全体
としても重要性がないため、持
分法の適用から除外しておりま
す。 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

３ 連結子会社の事業年度等
に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と
一致しております。 
 なお、連結子会社サークルケイ・ジ
ャパン㈱は、平成13年７月１日を分割
期日として連結財務諸表提出会社から
分割し、設立しているため、平成13年
７月１日から平成14年２月28日までの
期間により、また、同日株式交換によ
り子会社となった連結子会社㈱サンク
スアンドアソシエイツについては、平
成13年３月１日から平成14年２月28日
までの期間によって作成しておりま
す。 

連結子会社の決算日は、連結決算日と
一致しております。 
 

   
４ 会計処理基準に関する事
項 

  

 (1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法 

有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 
   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法 
   (評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は、移
動平均法により算定) 

有価証券 
同左 

   
   時価のないもの 

   移動平均法による原価法 
 

   
 たな卸資産 

 商品   売価還元法による原価法 
 貯蔵品  最終仕入原価法による原

価法 

たな卸資産 
同左 

   
 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 
有形固定資産 
 定率法 
  ただし、平成10年４月１日以降取
得した建物(建物附属設備を除く)に
ついては、定額法によっておりま
す。 
  また、取得価額10万円以上20万円
未満の資産については、３年間で均
等償却する方法を採用しておりま
す。 

有形固定資産 
同左 

   
 無形固定資産 

 定額法 
  なお、ソフトウェア(自社利用分)
については、社内における見込利用
可能期間(５年)による定額法によっ
ております。 

無形固定資産 
同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

 長期前払費用 
 均等償却 

長期前払費用 
同左 

   
 (3) 重要な引当金の計上基

準 
貸倒引当金 
  債権の貸倒による損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定債権に
ついては個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しており
ます。 

貸倒引当金 
同左 

   
 賞与引当金 

  従業員の賞与の支払に備えるた
め、支給見込額のうち当連結会計年
度対応額を計上しております。 

賞与引当金 
同左 

   
 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、
当連結会計年度末における退職給付
債務および年金資産の見込額に基づ
き、計上しております。また、過去
勤務債務はその発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数に
よる定額法により費用処理すること
とし、数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数により、翌連結会計
年度から定額法により費用処理して
おります。 

退職給付引当金 
同左 

   なお、連結子会社であるサークル
ケイ・ジャパン㈱は、親会社のユニ
ー㈱および主要な国内関係会社で設
立されているユニーグループ厚生年
金基金に加入しておりますが、平成
15年２月17日に厚生労働大臣から代
行部分について将来分支給義務免除
の認可を受けました。また、「退職
給付会計に関する実務指針（中間報
告）」（日本会計士協会会計制度委
員会報告第13号）第47－２項に定め
る経過措置を適用しないこととして
おります。 
同実務指針第47－２項に定める経過
措置を適用することとした場合、特
別利益1,249百万円が計上され、税
金等調整前当期純利益が同額増加す
るものと見込まれます。 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

 役員退職慰労引当金 
  役員退職慰労金の支払に備えるた
め、内規に基づく連結会計年度末要
支払額を計上しております。 

役員退職慰労引当金 
同左 

   
 (4) 重要なリース取引の

処理方法 
 リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。 

同左 

   
 (5) その他連結財務諸表

作成のための重要な
事項 

消費税等の会計処理 
  消費税および地方消費税の会計処
理は、税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 
同左 

   
５ 連結子会社の資産及び
負債の評価に関する事
項 

 連結子会社の資産および負債の評価
は、全面時価評価法によっておりま
す。 

同左 

   
６ 連結調整勘定の償却に
関する事項 

 連結調整勘定の償却については、20
年間で均等償却しております。 

同左 

   
７ 利益処分項目等の取扱
いに関する事項 

 連結会計年度中に確定した利益処分
に基づいております。 

同左 

   
８ 連結キャッシュ・フロ
ー計算書における資金
の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金お
よび容易に換金可能であり、かつ、価
値の変動については僅少なリスクしか
負わない取得日から３ヵ月以内に償還
期限の到来する短期的な投資からなり
ます。 

同左 
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(追加情報) 
 

前連結会計年度 
(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

 
―――――――――― 

 

（自己株式及び法定準備金取崩等に関する会計基準） 
 当連結会計年度から「自己株式及び法定準備金の取崩
等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用し
ております。 
 なお、この変更に伴う損益に与える影響は、ありませ
ん。 

  
 （１株当たり当期純利益に関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する
会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり
当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第４号）を適用しております。 
 なお、同会計基準および適用指針の適用に伴う影響に
ついては、（１株当たり情報）注記事項に記載のとおり
であります。 

  
 （連結貸借対照表） 

 連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度から
「資本準備金」は「資本剰余金」と「連結剰余金」は
「利益剰余金」として表示しております。 

  
 （連結剰余金計算書） 

１ 連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度から
連結剰余金計算書を資本剰余金の部および利益剰余金
の部に区分して記載しております。 

２ 連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度から
「連結剰余金期首残高」は「利益剰余金期首残高」と
「連結剰余金減少高」は「利益剰余金減少高」と「連
結剰余金期末残高」は「利益剰余金期末残高」として
表示しております。 

  また、前連結会計年度において独立掲記しておりま
した当期純利益については、「利益剰余金増加高」の
内訳科目として表示しております。 
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
 

前連結会計年度 
(平成14年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成15年２月28日) 

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは、次
のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 647百万円 
  

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは、次
のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 791百万円 
 

※２ 担保資産 
    現金及び預金(宝くじ販売のための担保) 

2百万円 
  

※２ 担保資産 
――――――――― 

 ３ 偶発債務 
    金融機関からの借入金に対して、次のとおり債

務保証を行っております。 
加盟契約者 4,230百万円 
サークルケイ四国㈱ 335百万円 
その他 245百万円 
計 4,811百万円 

 

 ３ 偶発債務 
    金融機関からの借入金に対して、次のとおり債

務保証を行っております。 
加盟契約者 4,447百万円 
サークルケイ四国㈱ 504百万円 
サンクス青森㈱ 281百万円 
サンクス西埼玉㈱ 249百万円 
その他 28百万円 
計 5,511百万円 

 

  ４ 発行済株式総数 
    普通株式           86,183,226株 
 

 ※５ 自己株式の保有数 
 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株
式の数は、以下のとおりであります。 
普通株式             25,685株 

 

(連結損益計算書関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま
す。 

建物及び構築物 121百万円 
器具及び備品 4百万円 
その他 0百万円 
計 126百万円 

  

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま
す。 

建物及び構築物 47百万円 
器具及び備品 9百万円 
その他 0百万円 
計 57百万円 

 

※２ 固定資産処分損の内容は、次のとおりでありま
す。 

建物及び構築物 519百万円 
器具及び備品 90百万円 
その他 4百万円 
計 614百万円 

 

※２ 固定資産処分損の内容は、次のとおりでありま
す。 

建物及び構築物 541百万円 
器具及び備品 139百万円 
その他 371百万円 
計 1,051百万円 
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係 
現金及び預金勘定 29,114百万円 
預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △   2百万円 
有価証券に含まれるＭＭＦ 3,000百万円 
有価証券に含まれるＦＦＦ 7,000百万円 
現金及び現金同等物 39,113百万円 

  

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係 
現金及び預金勘定 33,893百万円 
預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △   2百万円 
有価証券に含まれるＭＭＦ 2,001百万円 
有価証券に含まれるＦＦＦ 3,500百万円 
現金及び現金同等物 39,392百万円 
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(リース取引関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額および期末残高相当額 

 取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額相当額 

期末残高 
相当額 

車両運搬具 458百万円 258百万円 199百万円 

器具及び備品 51,790百万円 21,239百万円 30,551百万円 

ソフトウェア 94百万円 63百万円 30百万円 

合計 52,342百万円 21,561百万円 30,781百万円 
 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額および期末残高相当額 

 取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額相当額 

期末残高 
相当額 

車両運搬具 504百万円 279百万円 224百万円 

器具及び備品 54,907百万円 26,234百万円 28,673百万円 

ソフトウェア 87百万円 62百万円 25百万円 

合計 55,499百万円 26,576百万円 28,923百万円 
 

  
② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 8,970百万円 
１年超 22,425百万円 
合計 31,395百万円 

 

② 未経過リース料期末残高相当額 
１年内 9,537百万円 
１年超 20,033百万円 
合計 29,570百万円 

 
  
③ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相
当額 

支払リース料 9,686百万円 
減価償却費相当額 8,977百万円 
支払利息相当額 793百万円 

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相
当額 

支払リース料 10,429百万円 
減価償却費相当額 9,725百万円 
支払利息相当額 743百万円 

 
  
④ 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 
  ・減価償却費相当額の算定方法 
    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 
  ・利息相当額の算定方法 
    リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に
ついては、利息法によっております。 

④ 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 
  ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 
 
  ・利息相当額の算定方法 

同左 

  
オペレーティング・リース取引 
 未経過リース料 

１年内 104百万円 
１年超 9百万円 
合計 114百万円 

  

オペレーティング・リース取引 
 未経過リース料 

１年内 773百万円 
１年超 549百万円 
合計 1,323百万円 
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(有価証券関係) 

前連結会計年度（自 平成13年３月１日 至 平成14年２月28日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
取得原価 
(百万円) 

連結決算日における 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

①株式 722 1,815 1,093 

②債券 500 548 47 

③その他 ― ― ― 

小計 1,222 2,364 1,141 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

①株式 80 75 △  5 

②債券 2,338 2,278 △  60 

③その他 ― ― ― 

小計 2,419 2,353 △  65 

合計 3,642 4,717 1,075 

 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却額（百万円) 売却益の合計額（百万円) 売却損の合計額（百万円） 

1,826 ― 22 

 

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

①非上場株式（店頭売買株式を除く） 945 

②ＭＭＦ 3,000 

③ＦＦＦ 7,000 

合計 10,947 

 

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内 
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超（百万円） 

債券     

国債・地方債等 447 ― ― ― 

社債 460 826 991 ― 

その他 100 ― ― ― 

合計 1,008 826 991 ― 
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５ 減損処理を行った有価証券 

 当連結会計年度において、その他有価証券について154百万円、子会社及び関連会社株式について298百万

円、合計452百万円の減損処理を行っております。その他有価証券で時価のあるものについては、時価が取

得原価に比べて30％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、回復する見込みがあると認めら

れる場合を除き、減損処理をしております。その他有価証券、子会社及び関連会社株式で時価のないものに

ついては、実質価額が取得原価に比べて50％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、回復可

能性が十分な根拠によって裏付けられる場合を除き、減損処理をしております。 
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当連結会計年度（自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
取得原価 
(百万円) 

連結決算日における 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

①株式 727 1,631 904 

②債券 2,338 2,353 14 

小計 3,065 3,985 919 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

①株式 135 131 △ 4 

②債券 1,000 999 △ 0 

小計 1,135 1,130 △ 4 

合計 4,201 5,115 914 

 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円) 売却損の合計額（百万円） 

4,000 2 0 

 

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

①非上場株式（店頭売買株式を除く） 808 

②ＭＭＦ 2,001 

③ＦＦＦ 3,500 

合計 6,310 

 

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内 
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超（百万円） 

債券     

国債・地方債等 ― ― ― ― 

社債 ― 1,352 2,000 ― 

その他 ― ― ― ― 

合計 ― 1,352 2,000 ― 

 

５ 減損処理を行った有価証券 

 当連結会計年度において、その他有価証券について289百万円、子会社及び関連会社株式について264百万

円、合計554百万円の減損処理を行っております。その他有価証券で時価のあるものについては、時価が取

得原価に比べて30％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、回復する見込みがあると認めら

れる場合を除き、減損処理をしております。その他有価証券、子会社及び関連会社株式で時価のないものに

ついては、実質価額が取得原価に比べて50％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、回復可

能性が十分な根拠によって裏付けられる場合を除き、減損処理をしております。 
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(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成13年３月１日 至 平成14年２月28日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 
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(退職給付関係) 

前連結会計年度（自 平成13年３月１日 至 平成14年２月28日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

・サークルケイ・ジャパン株式会社 

確定給付型の制度として、関係会社との連合設立による厚生年金基金制度を設けております。 

 

・株式会社サンクスアンドアソシエイツ 

確定給付型の制度として、厚生年金基金制度および適格退職年金制度を設けております。 

 

２ 退職給付債務に関する事項 

項目 金額（百万円） 
① 退職給付債務 △ 11,331 
② 年金資産 5,651 
③  小計（①＋②） △  5,679 
④ 未認識数理計算上の差異 2,022 
⑤ 未認識過去勤務債務  △   428 
⑥  合計（③＋④＋⑤） △  4,085 
⑦ 前払年金費用 ― 
⑧ 退職給付引当金（⑥－⑦） △  4,085 
(注) 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

 

３ 退職給付費用に関する事項 

項目 金額（百万円） 
① 勤務費用 （注） 682 
② 利息費用 346 
③ 期待運用収益 △ 236 
④ 数理計算上の差異の費用処理額 ― 
⑤ 過去勤務債務の費用処理額 ― 
⑥ 退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤) 793 
(注) 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
② 割引率 3.0％ 
③ 期待運用収益率 4.0％ 
④ 数理計算上の差異の処理年数 ８～10年 
⑤ 過去勤務債務の処理年数 10年 
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当連結会計年度（自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

・サークルケイ・ジャパン株式会社 

確定給付型の制度として、関係会社との連合設立による厚生年金基金制度を設けております。 

 

・株式会社サンクスアンドアソシエイツ 

確定給付型の制度として、厚生年金基金制度および適格退職年金制度を設けております。 

 

２ 退職給付債務に関する事項 

項目 金額（百万円） 
① 退職給付債務 △ 14,158 
② 年金資産 5,612 
③  小計（①＋②） △ 8,546 
④ 未認識数理計算上の差異 5,326 
⑤ 未認識過去勤務債務 △  920 
⑥  合計（③＋④＋⑤） △ 4,140 
⑦ 前払年金費用 ― 
⑧ 退職給付引当金（⑥－⑦） △ 4,140 
(注) 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

 

３ 退職給付費用に関する事項 

項目 金額（百万円） 
① 勤務費用  (注) 723 
② 利息費用 339 
③ 期待運用収益 △  226 
④ 数理計算上の差異の費用処理額 222 
⑤ 過去勤務債務の費用処理額 △  42 
⑥ 退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） 1,017 
(注) 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
② 割引率 2.0～2.5％ 
③ 期待運用収益率 4.0％ 
④ 数理計算上の差異の処理年数 ８～10年 
⑤ 過去勤務債務の処理年数 10年 
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(税効果会計関係) 
 

前連結会計年度 
(平成14年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成15年２月28日) 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳 
(繰延税金資産)  
 未払事業税等 552百万円 
 貸倒引当金限度超過額 862百万円 
 賞与引当金限度超過額 170百万円 
 減価償却費限度超過額 103百万円 
 退職給付引当金 1,705百万円 
 役員退職慰労引当金 128百万円 
 長期前受収益 2,081百万円 
 投資有価証券評価損 191百万円 
 長期前払費用 371百万円 
 その他 298百万円 
  繰延税金資産小計 6,466百万円 
 評価性引当額 △ 371百万円 
  繰延税金資産合計 6,094百万円 

 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳 
(繰延税金資産)  
 未払事業税等 523百万円 
 貸倒引当金限度超過額 885百万円 
 賞与引当金限度超過額 198百万円 
 減価償却費限度超過額 59百万円 
 退職給付引当金 1,732百万円 
 役員退職慰労引当金 155百万円 
 長期前受収益 2,513百万円 
 投資有価証券評価損 390百万円 
 長期前払費用 649百万円 
 その他 230百万円 
  繰延税金資産小計 7,340百万円 
 評価性引当額 △ 649百万円 
  繰延税金資産合計 6,690百万円 

 
  

(繰延税金負債)  
 未収事業税 △  67百万円 
 その他有価証券評価差額金 △ 448百万円 
 その他 △  9百万円 
  繰延税金負債合計 △ 526百万円 
  繰延税金資産の純額 5,568百万円 

 

(繰延税金負債)  
 その他有価証券評価差額金 △ 381百万円 
  繰延税金負債合計 △ 381百万円 
  繰延税金資産の純額 6,309百万円 

 

  
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主要な項目の内訳 
法定実効税率 42.05％ 
（調整)  
  交際費等永久に損金に算入され 
  ない項目 0.80％ 

  受取配当金等永久に益金に算入 
  されない項目 △ 0.11％ 

  住民税均等割等 0.57％ 
  親子会社間の税率差異 △ 0.16％ 
  連結調整勘定償却 1.49％ 
  過年度法人税等 1.76％ 
  その他 0.09％ 
  税効果会計適用後の法人税等 
  の負担率 46.49％ 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主要な項目の内訳 
法定実効税率 42.05％ 
（調整）  
  交際費等永久に損金に算入され 
  ない項目 0.82％ 

  受取配当金等永久に益金に算入 
  されない項目 △ 0.05％ 

  住民税均等割等 0.58％ 
  親子会社間の税率差異 △ 0.26％ 
  連結調整勘定償却 1.49％ 
  評価性引当金額 1.32％ 
  その他 △ 0.51％ 
  税効果会計適用後の法人税等 
  の負担率 45.44％ 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成13年３月１日 至 平成14年２月28日) 

コンビニエンスストア事業のみの単一セグメントのため記載しておりません。 

当連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

コンビニエンスストア事業のみの単一セグメントのため記載しておりません。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成13年３月１日 至 平成14年２月28日) 

在外連結子会社および在外支店がないため記載しておりません。 

当連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

在外連結子会社および在外支店がないため記載しておりません。 

 

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成13年３月１日 至 平成14年２月28日) 

海外売上高がないため記載しておりません。 

当連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

海外売上高がないため記載しておりません。 

 

(関連当事者との取引) 

前連結会計年度(自 平成13年３月１日 至 平成14年２月28日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

該当事項はありません。 

 

２ 役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

 

３ 子会社等 
 

関係内容 

属性 名称 所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の 
所有割合 
(％) 

役員の 
兼任等 
(名) 

事業上 
の関係 

取引の内容 取引金額 (百万円) 科目 期末残高 
(百万円) 

子会社 
ときめき
ドットコ
ム㈱ 

東京都 
中央区 500 

店頭設置型
マルチメデ
ィア端末機
の企画・保
守・運営他 

直接  7.0 
間接 40.0 兼任２ 

店頭設置
型マルチ
メディア
端末機の
保守・運
営他 

債務保証 
（注） 150 ― ― 

(注) ときめきドットコム㈱の銀行借入に対して債務保証を行っております。なお、保証料の受領等は行ってお
りません。 

 
４ 兄弟会社等 

該当事項はありません。 
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当連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

該当事項はありません。 

 

２ 役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

 

３ 子会社等 
 

関係内容 

属性 名称 所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の 
所有割合 
(％) 

役員の 
兼任等 
(名) 

事業上 
の関係 

取引の内容 取引金額 (百万円) 科目 期末残高 
(百万円) 

子会社 
ときめき
ドットコ
ム㈱ 

東京都 
中央区 340 

店頭設置型
マルチメデ
ィア端末機
の企画・保
守・運営他 

直接 77.8 
間接 22.2 兼任２ 

店頭設置
型マルチ
メディア
端末機の
保守・運
営他 

資金の貸付 
（注） 200 ― ― 

(注) ときめきドットコム㈱に対する資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決
定しております。なお、担保等は受け入れておりません。 

 
４ 兄弟会社等 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 
 

前連結会計年度 
(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

１株当たり純資産額 1,130円35銭 
 

１株当たり純資産額 1,230円19銭 
 

１株当たり当期純利益 131円18銭 
 

１株当たり当期純利益 132円28銭 
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、新株引受権付社債および転換社債の発行がないため
記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する
会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり
当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第４号）を適用しております。 
なお、当連結会計年度において、従来と同様の方法に
よった場合の（１株当たり情報）については、以下のと
おりであります。 

１株当たり純資産額 1,231円27銭 

１株当たり当期純利益 133円36銭 
 

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

連結損益計算書上の当期純利益（百万円） ― 11,490 

普通株式に係る当期純利益（百万円） ― 11,397 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（百万円）   

利益処分による役員賞与金 ― 93 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― 93 

普通株式の期中平均株式数（株） ― 86,162,300 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 
 

会社名 銘柄 発行年月日 前期末残高 (百万円) 
当期末残高 
(百万円) 

利率 
(％) 担保 償還期限 

㈱サンクスアンド
ア ソ シ エ イ ツ 

第１回ユーロ円建 
普通社債 

平成11年 
11月４日 3,000 ― 年 

2.24％ なし 平成14年 
10月18日 

合計 ― ― 3,000 ― ― ― ― 

 

【借入金等明細表】 
 

区分 前期末残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

平均利率 
(％) 返済期限 

短期借入金 2,300 1,650 0.497 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) ― ― ― ― 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 2,300 1,650 ― ― 

(注) 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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２ 【財務諸表等】 
(1) 【財務諸表】 
① 【貸借対照表】 

 

  前事業年度 
(平成14年２月28日) 

当事業年度 
(平成15年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   429   372  

２ 貯蔵品   0   0  

３ 前払費用   4   4  

４ 繰延税金資産   ―   81  

５ 未収入金   1,201   1,022  

流動資産合計   1,636 1.7  1,480 1.5 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1) 建物  3   3   

減価償却累計額  0 2  1 2  

(2) 構築物  0   0   

減価償却累計額  0 0  0 0  

(3) 器具及び備品  6   6   

減価償却累計額  2 4  3 3  

有形固定資産合計   7 0.0  5 0.0 

２ 無形固定資産        

(1) 商標権   1   4  

(2) ソフトウェア   2,244   4,062  

(3) ソフトウェア仮勘定   1,147   ―  

(4) 借家権   0   0  

(5) 電話加入権   1   1  

無形固定資産合計   3,395 3.6  4,068 4.3 

３ 投資その他の資産        

(1) 関係会社株式   87,914   88,279  

(2) 繰延税金資産   926   1,706  

(3) 長期差入保証金   57   53  

(4) その他   61   74  

(5) 貸倒引当金   ―   △   3  

投資その他の資産合計   88,959 94.7  90,110 94.2 

固定資産合計   92,362 98.3  94,184 98.5 

資産合計   93,998 100.0  95,665 100.0 
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  前事業年度 

(平成14年２月28日) 
当事業年度 

(平成15年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

１ 関係会社短期借入金   695   ―  

２ 未払金   231   257  

３ 未払費用   14   9  

４ 預り金   1,258   114  

５ 繰延税金負債   66   ―  

流動負債合計   2,265 2.4  382 0.4 

Ⅱ 固定負債        

１ 役員退職慰労引当金   161   188  

２ 長期前受収益 ※１  2,041   3,831  

固定負債合計   2,202 2.4  4,020 4.2 

負債合計   4,468 4.8  4,402 4.6 

(資本の部)        

Ⅰ 資本金 ※２  13,469 14.3  ― ― 

Ⅱ 資本準備金   26,223 27.9  ― ― 

Ⅲ 利益準備金   687 0.7  ― ― 

Ⅳ その他の剰余金        

１ 任意積立金        

別途積立金  45,780 45,780  ― ―  

２ 当期未処分利益   3,425   ―  

その他の剰余金合計   49,205 52.3  ― ― 

Ⅴ 自己株式   △  55 △ 0.0  ― ― 

資本合計   89,530 95.2  ― ― 

        

Ⅰ 資本金 ※２  ― ―  13,469 14.1 

Ⅱ 資本剰余金        

１ 資本準備金   ―   26,223  

資本剰余金合計   ― ―  26,223 27.4 

Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金   ―   687  

２ 任意積立金        

 別途積立金  ― ―  46,580 46,580  

３ 当期未処分利益   ―   4,377  

利益剰余金合計   ― ―  51,645 54.0 

Ⅳ 自己株式 ※３  ― ―  △  74 △ 0.1 

資本合計   ― ―  91,263 95.4 

負債・資本合計   93,998 100.0  95,665 100.0 
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② 【損益計算書】 
 

  
前事業年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比 

(％) 金額(百万円) 百分比 
(％) 

Ⅰ 営業収入        
１ 加盟店からの収入  14,861   ―   
(加盟店からの収入の対
象となる加盟店売上高は
次のとおりであります。 
前事業年度 

140,718百万円 
当事業年度 

  ― 百万円 
自営店売上高との合計額
は次のとおりでありま
す。 
前事業年度 

152,607百万円 
当事業年度 

  ― 百万円) 

       

２ その他の営業収入 ※１ 3,053   ―   
３ 関係会社配当金収入  553   4,403   
４ グループ運営収入  460 18,929 61.4 704 5,107 100.0 
Ⅱ 売上高        

 １ 売上高 ※２ (11,888) 11,888 (100.0) 38.6 (  ―) ― (  ―) ― 
   営業総収入合計   30,818 100.0  5,107 100.0 
Ⅲ 売上原価        
１ 商品期首たな卸高  1,278   ―   
２ 当期商品仕入高  9,072   ―   
   合計  10,351   ―   
３ 会社分割による 
  商品引継高   1,411   ―   

４ 商品期末たな卸高  ―   ―   

売上原価 ※２ (8,939) 8,939 (75.2) 29.0 (  ―) ― (  ―) ― 
売上総利益 ※２ (2,949)  (24.8) (  ―)  (  ―) 
営業総利益   21,878 71.0  5,107 100.0 

Ⅳ 販売費及び一般管理費        
１ 支払手数料  1,093   129   
２ 広告宣伝費  1,615   23   
３ 消耗品費  309   4   
４ 役員報酬  146   142   
５ 従業員給料・賞与  2,321   241   
６ 役員退職慰労 
  引当金繰入額  31   26   

７ 法定福利費・厚生費  388   42   
８ 賃借料  4,312   52   
９ 店舗設備リース料  1,264   ―   
10 減価償却費  2,434   907   
11 水道光熱費  716   2   
12 事務処理費  412   18   
13 システム使用料受入 ※７ ―   △ 900   
14 旅費交通費  ―   60   
15 その他  1,827 16,875 54.8 69 821 16.1 

営業利益   5,002 16.2  4,285 83.9 
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前事業年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比 

(％) 金額(百万円) 百分比 
(％) 

Ⅴ 営業外収益        

１ 受取利息 ※３ 22   0   

２ 有価証券利息  22   0   

３ 受取配当金 ※４ 133   ―   

４ その他  39 218 0.7 31 32 0.6 

Ⅵ 営業外費用        

１ 支払利息 ※８ 7   0   

２ 解約損害金  115   ―   

３ 事業統合関連費  146   ―   

４ その他  1 270 0.8 1 1 0.0 

経常利益   4,950 16.1  4,316 84.5 

Ⅶ 特別利益        

１ 固定資産売却益 ※５ 30   ―   

２ 貸倒引当金戻入額  6 37 0.1 ― ― ― 

Ⅷ 特別損失        

１ 固定資産処分損 ※６ 87   ―   

２ 関係会社株式評価損  ―   34   

３ その他  ― 87 0.3 3 38 0.7 

税引前当期純利益   4,900 15.9  4,277 83.8 

法人税、住民税 
及び事業税  2,598   831   

法人税等調整額  △ 720 1,878 6.1 △ 928 △  97 △ 1.9 

当期純利益   3,022 9.8  4,374 85.7 

前期繰越利益   1,552   1,381  

中間配当額   1,149   1,378  

当期未処分利益   3,425   4,377  
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③ 【利益処分計算書】 
 

期別 
(株主総会承認日)  前事業年度 

(平成14年５月22日) 
当事業年度 

(平成15年５月22日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益   3,425  4,377 

Ⅱ 利益処分額      

１ 配当金  1,206  1,378  

２ 役員賞与金 
(うち監査役賞与金)  38 

( 2)  31 
( 2)  

３ 任意積立金      

別途積立金  800 2,044 180 1,590 

Ⅲ 次期繰越利益   1,381  2,787 
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重要な会計方針 
 

項目 
前事業年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

１ 有価証券の評価基準及び
評価方法 

  

 子会社株式 
移動平均法による原価法 

子会社株式 
   同左 

２ たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

  

   貯蔵品  最終仕入原価法による原価法    同左 
３ 固定資産の減価償却の方
法 

  

 (1) 有形固定資産 定率法 
  ただし、平成10年４月１日以降取
得した建物(建物附属設備を除く)に
ついては、定額法によっておりま
す。 
  また、取得価額10万円以上20万円
未満の資産については、３年間で均
等償却する方法を採用しておりま
す。 

   同左 

 (2) 無形固定資産 定額法 
  なお、ソフトウェア(自社利用分)
については、社内における見込利用
可能期間(５年)に基づく定額法によ
っております。 

   同左 

 (3) 長期前払費用 均等償却    同左 
４ 引当金の計上基準   
 (1) 貸倒引当金 ―――――――――  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。 

 (2) 役員退職慰労引当金  役員退職慰労金の支払に備えるた
め、内規に基づく期末要支払額を計上
しております。 

   同左 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。 

   同左 

６ その他財務諸表作成のた
めの重要な事項 

  

   消費税等の会計処理  税抜方式によっております。    同左 
 



ファイル名:120_9343900101505 更新日時:03/05/03 16:56 印刷日時:03/06/02 8:49 

―   ― 69

(表示方法の変更) 
 

前事業年度 
(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

 
――――――――― 

 

（損益計算書） 
１ 「システム使用料受入」は、前事業年度まで、「事
務処理費」に含めて表示しておりましたが、当事業年
度において区分掲記いたしました。 
 なお、前事業年度の「システム使用料受入」の金額
は△427百万円であります。 
２ 「旅費交通費」は、前事業年度まで、｢その他｣に含
めて表示しておりましたが、販売費及び一般管理費の
合計額の５/100を超えたため、当事業年度において区
分掲記いたしました。 
 なお、前事業年度の「旅費交通費」の金額は323百
万円であります。 

 

(追加情報) 
 

前事業年度 
(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

 前期まで流動資産のその他に含めて表示しておりまし
た「自己株式」は、財務諸表等規則の改正により当期よ
り資本に対する控除項目として資本の部の末尾に表示し
ております。 

（自己株式及び法定準備金等に関する会計基準） 
 当事業年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に
関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用してお
ります。 
 この変更に伴う損益に与える影響は、ありません。 

  
 （１株当たり当期純利益に関する会計基準等） 

 当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計
基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期
純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第４号）を適用しております。 
 なお、同会計基準および適用指針の適用に伴う影響に
ついては、（１株当たり情報）注記事項に記載のとおり
であります。 

  
 
 

（貸借対照表） 
１ 前事業年度において独立掲記しておりました「資本
準備金」は、財務諸表等規則の改正により当事業年度
においては「資本剰余金」の内訳科目として表示して
おります。 
２ 前事業年度において独立掲記しておりました「利益
準備金」は、財務諸表等規則の改正により当事業年度
においては「利益剰余金」の内訳科目として表示して
おります。 
３ 前事業年度において「その他の剰余金」の内訳科目
として表示しておりました「任意積立金」は財務諸表
等規則の改正により当事業年度においては「利益剰余
金」の内訳科目として表示しております。 
４ 前事業年度において「その他の剰余金」の内訳科目
として表示しておりました「当期未処分利益」は、財
務諸表等規則の改正により当事業年度においては「利
益剰余金」の内訳科目として表示しております。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 
 

項目 前事業年度 
(平成14年２月28日) 

当事業年度 
(平成15年２月28日) 

※１ 長期前受収益  関係会社および取引先に対するソフ
トウェアの貸与により受入れたもので
あります。 
 なお、関係会社に係るものは2,037
百万円であります。 

 関係会社および取引先に対するソフ
トウェアの貸与により受入れたもので
あります。 
 なお、関係会社に係るものは3,826
百万円であります。 

   
※２ 授権株数 
 

180,000,000株 
 ただし、定款の定めにより株式の消
却が行われた場合には、会社が発行す
る株式について、これに相当する株式
数を減ずることとなっております。 

普通株式       180,000,000株 
 ただし、定款の定めにより株式の消
却が行われた場合には、会社が発行す
る株式について、これに相当する株式
数を減ずることとなっております。 

   
   発行済株式総数 86,183,226株 普通株式       86,183,226株 
   
※３ 自己株式の保有数  

――――――――― 
 

普通株式         25,685株 
 なお、前事業年度における自己株式
の保有数は、普通株式16,870株であり
ます。 

   
 ４ 偶発債務  金融機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っております。 
ときめきドットコム㈱ 150百万円 
計 150百万円 

 

 
――――――――― 
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(損益計算書関係) 
 

項目 
前事業年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

※１ その他の営業収入の内
訳 

不動産賃貸収入 2,097百万円 
事務代行手数料収入 472百万円 
加盟店からの開業 
準備等手数料収入 48百万円 

その他 434百万円 
計 3,053百万円 
 

 
――――――――― 

 

   
※２ 売上高・売上原価 
   売上総利益 

 自営店にかかわるものでありま
す。 

――――――――― 

   
※３ 加盟店からの受取利息 19百万円 ―百万円 

関係会社からの受取利
息 

―百万円 0百万円 

   
※４ 関係会社からの受取配

当金 
123百万円 ―百万円 

   
※５ 固定資産売却益の内訳 建物 23百万円 

構築物 4百万円 
器具及び備品 2百万円 
その他 0百万円 
計 30百万円 
 

 
――――――――― 

 

   
※６ 固定資産処分損の内訳 建物 50百万円 

構築物 9百万円 
器具及び備品 25百万円 
その他 2百万円 
計 87百万円 
  

 
――――――――― 

 

※７ システム使用料受入  
――――――――― 

 

 関係会社および取引先に対するソ
フトウェアの貸与によるものであり
ます。 
 なお、関係会社に係るものは898百
万円であります。 

   
※８ 関係会社への支払利息 ――――――――― 0百万円 
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(リース取引関係) 
 

前事業年度 
(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引 
① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額および期末残高相当額 
 

 器具及び備品 
取得価額相当額 10百万円 
減価償却累計額相当額 1百万円 
期末残高相当額 9百万円 

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引 
① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額および期末残高相当額 
 

 器具及び備品 
取得価額相当額 11百万円 
減価償却累計額相当額 3百万円 
期末残高相当額 8百万円 

 
  
② 未経過リース料期末残高相当額 
 

 １年内 1百万円 
 １年超 7百万円 
 計 9百万円 

 

② 未経過リース料期末残高相当額 
 

 １年内 1百万円 
 １年超 6百万円 
 計 8百万円 

 
  
③ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 
支払リース料 1百万円 
減価償却費相当額 1百万円 
支払利息相当額 0百万円 

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相
当額 
支払リース料 2百万円 
減価償却費相当額 1百万円 
支払利息相当額 0百万円 

 
  
④ 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 
  ・減価償却費相当額の算定方法 
    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 
  ・利息相当額の算定方法 
    リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に
ついては、利息法によっております。 

④ 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 
  ・減価償却費相当額の算定方法 
    同左 
 
  ・利息相当額の算定方法 
    同左 

 

(有価証券関係) 

前事業年度（平成14年２月28日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当事業年度（平成15年２月28日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 
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(税効果会計関係) 
 

前事業年度 
(平成14年２月28日) 

当事業年度 
(平成15年２月28日) 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳 

 (繰延税金資産) 
  役員退職慰労引当金 67百万円 
  長期前受収益 858百万円 
  その他 1百万円 
   繰延税金資産合計 927百万円 
 

 (繰延税金負債) 
  未収事業税 △ 67百万円 
   繰延税金負債合計 △ 67百万円 
   繰延税金資産の純額 859百万円 
 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳 

 (繰延税金資産) 
  役員退職慰労引当金 79百万円 
  長期前受収益 1,611百万円 
  未払事業税 79百万円 
  その他 17百万円 
   繰延税金資産合計 1,788百万円 
 

 

 

  
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別内訳 
  法定実効税率 42.05％ 
  （調整）  
交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

1.08％ 

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 

△ 5.88％ 

  所得控除不能源泉税 1.13％ 
  その他 △ 0.05％ 
税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

38.33％ 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別内訳 
  法定実効税率 42.05％ 
  （調整）  
交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

0.43％ 

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 

△ 43.28％ 

  住民税均等割等 0.03％ 
  その他 △  1.50％ 
税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

△  2.27％ 
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 (１株当たり情報) 
 

前事業年度 
(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

１株当たり純資産額 1,039円4銭 
 

１株当たり純資産額 1,058円89銭 
 

１株当たり当期純利益 39円32銭 
 

１株当たり当期純利益 50円40銭 
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、新株引受権付社債および転換社債の発行がないため
記載しておりません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計
基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期
純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第４号）を適用しております。 
なお、当事業年度において、従来と同様の方法によっ
た場合の（１株当たり情報）については、以下のとおり
であります。 

１株当たり純資産額 1,059円25銭 

１株当たり当期純利益 50円77銭 
 

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 
前事業年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

損益計算書上の当期純利益（百万円） ― 4,374 

普通株式に係る当期純利益（百万円） ― 4,342 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（百万円）   

利益処分による役員賞与金 ― 31 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― 31 

普通株式の期中平均株式数（株） ― 86,162,300 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

該当事項はありません。 

 

【有形固定資産等明細表】 
 

資産の種類 前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

当期末減価 
償却累計額 
又は償却累計
額(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末 
残高 

(百万円) 

有形固定資産        

建物 3 ― ― 3 1 0 2 

構築物 0 ― ― 0 0 0 0 

器具及び備品 6 0 ― 6 3 1 3 

有形固定資産計 10 0 ― 11 5 2 5 

無形固定資産        

 商標権 1 3 ― 4 0 0 4 

 ソフトウェア 2,427 2,722 ― 5,149 1,087 904 4,062 

 ソフトウェア 
 仮勘定 1,147 ― 1,147 ― ― ― ― 

 借家権 0 ― ― 0 0 0 0 

 電話加入権 1 ― ― 1 ― ― 1 

無形固定資産計 3,578 2,726 1,147 5,156 1,088 905 4,068 

長期前払費用 ― 0 ― 0 0 0 0 

繰延資産        

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 
  無形固定資産 

ソフトウェア 主としてシステム開発によるものであります。 
 

２ 減少の主なものは次のとおりであります。 
  無形固定資産 

ソフトウェア仮勘定 ソフトウェア勘定への振替によるものであります。 
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【資本金等明細表】 
 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 13,469 ― ― 13,469 

普通株式 (株) (86,183,226) (―) (―) (86,183,226) 

普通株式 (百万円) 13,469 ― ― 13,469 

計 (株) 
(注)１ (86,183,226) (―) (―) (86,183,226) 

資本金のうち 
既発行株式 

計 (百万円) 13,469 ― ― 13,469 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 (百万円) 26,223 ― ― 26,223 資本準備金及び 

その他 
資本剰余金 計 (百万円) 26,223 ― ― 26,223 

(利益準備金) (百万円) 687 ― ― 687 

(任意積立金) 
別途積立金 

(百万円) 
(注)２    45,780 800 ― 46,580 利益準備金及び 

任意積立金 

計 (百万円) 46,467 800 ― 47,267 

(注) １ 当期末における自己株式は25,685株であります。 
２ 任意積立金の増加の原因は、前期決算の利益処分によるものであります。 

 

【引当金明細表】 
 

区分 前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額 
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 ― 3 ― ― 3 

役員退職慰労引当金 161 26 ― ― 188 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 
 

区分 金額(百万円) 

現金 0 

預金の種類  

普通預金 371 

小計 371 

計 372 

 

② 貯蔵品 

回数券、切手および印紙であります。 

 

③ 関係会社株式 
 

区分 金額(百万円) 

子会社株式  

サークルケイ・ジャパン㈱ 44,470 

㈱サンクスアンドアソシエイツ 43,408 

ときめきドットコム㈱ 400 

計 88,279 
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(3) 【その他】 
株式交換により当社の完全子会社となった株式会社サンクスアンドアソシエイツの最近２事業年度に係る財

務諸表は以下のとおりであります。 
財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 
なお、前事業年度（平成13年３月１日から平成14年２月28日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度（平成14年３月１日から平成15年２月28日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して
おります。 
また、当事業年度の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改

正する内閣府令」（平成14年３月26日内閣府令第９号）附則第２項ただし書き、および「財務諸表等の用語、
様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成14年10月18日内閣府令第66号）附則第４
項ただし書きの規定により、改正後の財務諸表等規則を早期適用して作成しております。 
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① 貸借対照表 
 

  前事業年度 
(平成14年２月28日) 

当事業年度 
(平成15年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 

(資産の部)        
Ⅰ 流動資産        
１ 現金及び預金   13,486   10,170  
２ 加盟店貸勘定 ※１  2,310   1,731  
３ 商品   236   351  
４ 貯蔵品 ※２  751   291  
５ 前払費用   1,376   1,496  
６ 繰延税金資産   772   501  
７ 未収入金 ※４  4,611   6,337  
８ 立替金   161   107  
９ 関係会社短期貸付金   209   159  
10 １年内回収予定 
敷金・保証金   759   900  

11 その他   115   50  
12 貸倒引当金   △821     △618  
流動資産合計   23,972 31.0  21,479 27.9 

Ⅱ 固定資産        
１ 有形固定資産        
(1) 建物  13,854   15,013   
減価償却累計額  6,078 7,776  6,094 8,919  

(2) 構築物  1,999   2,318   
減価償却累計額  746 1,252  990 1,327  

(3) 車両運搬具  3   3   
減価償却累計額  3 0  3 0  

(4) 工具器具備品  916   946   
減価償却累計額  664 252  741 205  

(5) 土地   1,843   1,884  
(6) 建設仮勘定   48   12  
有形固定資産合計   11,174 14.5  12,348 16.0 

２ 無形固定資産        
(1) 営業権   73   35  
(2) 借地権   96   93  
(3) 商標権   0   2  
(4) ソフトウェア   432   371  
(5) ソフトウェア仮勘定   418   ―  
(6) 電話加入権   267   284  
(7) その他   160   161  
無形固定資産合計   1,451 1.9  948 1.2 
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  前事業年度 

(平成14年２月28日) 
当事業年度 

(平成15年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 

３ 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   738   699  
(2) 関係会社株式   434   314  
(3) 長期貸付金   1,064   956  
(4) 関係会社長期貸付金   85   86  
(5) 破産更生等債権   296   311  
(6) 長期前払費用   7,515   7,111  
(7) 繰延税金資産   1,388   1,531  
(8) 敷金・保証金   30,205   31,668  
(9) その他   185   845  
(10) 貸倒引当金   △1,249   △1,282  

投資その他の資産合計   40,663 52.6  42,242 54.9 
固定資産合計   53,289 69.0  55,539 72.1 
資産合計   77,261 100.0  77,019 100.0 
(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        
１ 買掛金   19,380   19,559  
２ 加盟店借勘定 ※１  2,094   2,239  
３ 短期借入金   2,300   1,650  
４ 関係会社短期借入金   ―   800  
５ １年内償還予定社債   3,000   ―  
６ 未払金   1,994   2,172  
７ 未払法人税等   3,113   1,785  
８ 未払消費税等   403   214  
９ 未払費用   766   557  
10 前受金   108   0  
11 預り金   7,177   8,345  
12 賞与引当金   312   349  
13  その他   ―   14  
流動負債合計   40,651 52.6  37,688 48.9 

Ⅱ 固定負債        
１ 退職給付引当金   1,727   1,812  
２ 役員退職慰労引当金   127   141  
３ 預り保証金 ※３  1,611   1,623  
固定負債合計   3,465 4.5  3,577 4.7 
負債合計   44,117 57.1  41,265 53.6 
(資本の部)        

Ⅰ 資本金 ※５  5,089 6.6  ― ― 
Ⅱ 資本準備金   7,521 9.8  ― ― 
Ⅲ 利益準備金   417 0.5  ― ― 
Ⅳ その他の剰余金        
１ 任意積立金        

別途積立金  15,100 15,100  ― ―  
２ 当期未処分利益   5,011   ―  
その他の剰余金合計   20,111 26.0  ― ― 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   4 0.0  ― ― 
資本合計   33,144 42.9  ― ― 
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  前事業年度 
(平成14年２月28日) 

当事業年度 
(平成15年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 

Ⅰ 資本金   ― ―  5,089 6.6 
Ⅱ 資本剰余金        
１ 資本準備金   ―   7,521  
  資本剰余金合計   ― ―  7,521 9.8 
Ⅲ 利益剰余金        
１ 利益準備金   ―   417  
２ 任意積立金        
   別途積立金  ― ―  17,600 17,600  
３ 当期未処分利益   ―   5,112  
  利益剰余金合計   ― ―  23,129 30.0 
Ⅳ その他有価証券評価差額金   ― ―  13 0.0 

資本合計   ― ―  35,753 46.4 
負債・資本合計   77,261 100.0  77,019 100.0 
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② 損益計算書 
 

  
前事業年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比 

(％) 金額(百万円) 百分比 
(％) 

Ⅰ 営業収入        

１ 加盟店からの収入  49,813   51,280   
(加盟店からの収入の対象と 
なる加盟店売上高は次のと 
おりであります。 
前事業年度 

383,478百万円 
当事業年度 

395,102百万円 
直営店売上高との合計額は
次のとおりであります。 
前事業年度 

393,110百万円 
当事業年度 

406,219百万円) 

       

２ その他の営業収入  2,981 52,794 84.6 2,826 54,106 83.0 
Ⅱ 売上高        

１ 売上高 ※１ (9,632) 9,632 15.4 
(100.0) (11,117) 11,117 

 
17.0 

(100.0) 
 

営業総収入合計   62,427 100.0  65,223 100.0 
Ⅲ 売上原価        
１ 商品期首たな卸高  202   236   
２ 当期商品仕入高  7,176   8,396   
合計  7,379   8,632   

３ 商品期末たな卸高  236   351   

売上原価 ※１ (7,142) 7,142 11.4 
(74.2) (8,281) 8,281 12.7 

(74.5) 
売上総利益 ※１ (2,489)  (25.8) (2,835)  (25.5) 
営業総利益   55,284 88.6  56,942 87.3 

Ⅳ 販売費及び一般管理費        
１ 広告宣伝費  2,183   2,429   
２ 販売促進費  3,741   3,133   
３ 役員報酬  147   120   
４ 従業員給与・賞与  5,801   5,975   
５ 賞与引当金繰入額  312   349   
６ 退職給付引当金繰入額  345   497   
７ 法定福利・厚生費  1,158   1,143   
８ 地代家賃  14,390   15,951   
９ 動産リース料  5,692   5,708   
10 減価償却費  1,500   1,332   
11 ＥＤＰ費用  2,985   3,401   
12 旅費交通費  924   905   

13 役員退職慰労引当金 
繰入額  32   14   

14 貸倒引当金繰入額  305   10   
15 その他  4,539 44,060 70.6 5,041 46,014 70.5 
営業利益   11,224 18.0  10,927 16.8 
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前事業年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比 

(％) 金額(百万円) 百分比 
(％) 

Ⅴ 営業外収益        

１ 受取利息 ※２ 167   167   

２ その他  198 366 0.6 115 282 0.4 

Ⅵ 営業外費用        

１ 支払利息  28   13   

２ 社債利息  67   41   

３ 店舗閉鎖損  588   470   

４ その他  43 728 1.2 28 554 0.9 

   経常利益   10,862 17.4  10,656 16.3 

Ⅶ 特別利益        

１ 固定資産売却益 ※３ ― ― ― 1 1 0.0 

Ⅷ 特別損失        

１ 固定資産売却損 ※４ 6   22   

２ 固定資産除却損 ※５ 286   586   

３ 投資有価証券評価損  215   301   

４ ソフトウエア更新損  908   539   

５ その他  83 1,499 2.4 218 1,667 2.5 

税引前当期純利益   9,362 15.0  8,989 13.8 
法人税、住民税 
及び事業税  4,800   4,032   

法人税等調整額  △356 4,443 7.1 121 4,153 6.4 

当期純利益   4,919 7.9  4,835 7.4 

前期繰越利益   646   1,377  

中間配当額   553   1,100  

当期未処分利益   5,011   5,112  
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③ キャッシュ・フロー計算書 
 

  
前事業年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
１ 税引前当期純利益  9,362 8,989 
２ 減価償却費  1,500 1,332 
３ その他償却費  1,367 1,953 
４ 投資有価証券評価損  215 301 
５ 受取利息及び受取配当金  △   176 △   184 
６ 支払利息  95 55 
７ 貸倒引当金の増減額  64 △   126 
８ 賞与引当金の増減額  △   43 37 
９ 退職給与引当金の減少額  △ 1,715 ― 
10 退職給付引当金の増加額  1,727 85 
11 役員退職慰労引当金の増減額  △  128 14 
12 固定資産売却損益  6 21 
13 固定資産除却損  812 1,085 
14 営業債権の増加額  △  714 △ 1,154 
15 たな卸資産の増減額  △  191 345 
16 営業債務の増加額  1,696 215 
17 未払金・未払費用の増減額  107 △    35 
18 預り金の増加額  859 1,168 
19 役員賞与の支払額  △   54 △    33 
20 未払消費税等の増減額  342 △   189 
21 その他  816 1,126 

小計  15,948 15,007 
22 利息及び配当金の受取額  176 137 
23 利息の支払額  △   94 △    79 
24 法人税等の支払額  △ 2,996 △ 5,360 
営業活動によるキャッシュ・フロー  13,033 9,705 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
１ 有形固定資産の取得による支出  △ 2,788 △ 2,668 
２ 有形固定資産の売却による収入  179 158 
３ 無形固定資産の取得・長期前払費用の 
  支出  △ 2,452 △ 1,766 

４ 無形固定資産の売却・長期前払費用の 
    返金による収入  ― 24 

５ 投資有価証券の取得による支出  ― △   117 
６ 投資有価証券の売却による収入  141 ― 
７  関係会社株式の取得による支出  ― △     9 
８ 貸付による支出  △   412 △ 1,456 
９ 貸付金の回収による収入  383 1,583 
10 差入保証金の差入による支出  △ 4,003 △ 4,372 
11 差入保証金の回収による収入  1,292 686 
12 その他  18 △    42 
投資活動によるキャッシュ・フロー  △ 7,641 △ 7,981 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
１ 預り保証金の受入  87 144 
２ 預り保証金の返還  △    35 △   132 
３ 短期借入金の増減額  △   100 150 
４ 長期借入金の返済による支出  △   900 ― 
６ 社債償還による支出  ― △ 3,000 
７ 配当金の支払額  △ 1,038 △ 2,201 
財務活動によるキャッシュ・フロー  △ 1,985 △ 5,040 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  3,406 △ 3,316 
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  10,080 13,486 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  13,486 10,170 
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④ 利益処分計算書 
 

  
前事業年度 
株主総会承認日 
(平成14年５月14日) 

当事業年度 
株主総会承認日 
(平成15年５月13日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益   5,011  5,112 

Ⅱ 利益処分額      

１ 配当金  1,100  1,100  

２ 役員賞与金 
(うち 監査役賞与金)  33 

(－)  25 
(－)  

３ 任意積立金      

別途積立金  2,500 3,634 2,600 3,726 

Ⅲ 次期繰越利益   1,377  1,385 
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重要な会計方針 
 

項目 
前事業年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

１ 有価証券の評価基準及び
評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 
 移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 
同左 

 その他有価証券 
 時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく
時価法（評価差額は、全部資本直
入法により処理し、売却原価は、
移動平均法により算定） 

 時価のないもの 
移動平均法による原価法 

その他有価証券 
 時価のあるもの 

同左 
 
 
 
 時価のないもの 

同左 
２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 
商品 
 売価還元法による原価法 
貯蔵品 
 最終仕入原価法 

商品 
同左 

貯蔵品 
同左 

３ 固定資産の減価償却の方
法 

有形固定資産 
 定率法 
  ただし、平成10年４月１日以降取
得した建物（建物附属設備を除く）
については、定額法によっておりま
す。 
  なお、取得価額10万円以上20万円
未満の資産については、３年間で均
等償却する方法を採用しておりま
す。 

有形固定資産 
同左 

 無形固定資産 
 定額法 
なお、ソフトウェア(自社利用分)に
ついては、社内における見込利用可能
期間(５年)に基づく定額法によってお
ります。 

無形固定資産 
同左 

 長期前払費用 
均等償却 

長期前払費用 
同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

４ 引当金の計上基準 貸倒引当金 
債権の貸倒による損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定債権に
ついては個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しており
ます。 

貸倒引当金 
同左 

 賞与引当金 
従業員の賞与の支給に備えるため、
支給見込額の当期期間対応額を計上
しております。 

賞与引当金 
同左 

 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務お
よび年金資産の見込額に基づいて計
上しております。 
また、数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数により、翌期から定
額法により費用処理しています。 
なお、会計基準変更時差異はありま
せん。 

退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務お
よび年金資産の見込額に基づいて計
上しております。 
また、数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数により、翌期から定
額法により費用処理しています。 

 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に備えるた
め、内規に基づく期末要支給額を計
上しております。 

役員退職慰労引当金 
同左 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。 

同左 

６ キャッシュ・フロー計算
書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金お
よび容易に換金が可能であり、かつ、
価値の変動について僅少なリスクしか
負わない取得日から３ヵ月以内に償還
期限の到来する短期的な投資からなっ
ております。 

同左 

７ その他財務諸表作成のた
めの重要な事項 

消費税等の会計処理方法 
税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理方法 
同左 
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表示方法の変更 
 

前事業年度 
(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

１ 当事業年度より、シーアンドエスグループ内での表
示の統一を図るため、従来、立替金に含めて表示して
いたエリアフランチャイズ会社等との取引金額を当事
業年度より未収入金に含めて表示しております。 
  なお、前事業年度に立替金に含めて表示していた金
額は2,243百万円であります。 
 

 
 
 

――――――――― 
 
 

２ 当事業年度より、シーアンドエスグループ内での表
示の統一を図るため、従来、投資その他の資産の敷
金・保証金に含めて表示していた1年内回収予定敷
金・保証金を流動資産の部に表示しております。 
  なお、前事業年度に敷金・保証金に含めて表示して
いた金額は657百万円であります。 
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追加情報 
 

前事業年度 
(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

（自己株式及び法定準備金等に関する会計基準） 
 当事業年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に
関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用してお
ります。 
 この変更に伴う損益に与える影響は、ありません。 
 
（１株当たり当期純利益に関する会計基準等） 
 当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計
基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期
純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第４号）を適用しております。 
 なお、同会計基準および適用指針の適用に伴う影響に
ついては、（１株当たり情報）注記事項に記載のとおり
であります。 
 

（金融商品会計） 
当事業年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に
係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会
平成11年1月22日））を適用し、有価証券の評価基準お
よび評価方法、差入保証金の会計処理並びにゴルフ会員
権の評価等について変更しております。この結果、従来
の方法によった場合と比較して、経常利益は37百万円、
税引前当期純利益は32百万円増加しております。 
 また、期首時点で保有する有価証券は、すべて「その
他有価証券」に区分し、「投資有価証券」として表示し
ております。 
 なお、その他有価証券を時価評価したことにより、
「投資有価証券」は7百万円増加し、繰延税金負債3百万
円を差し引いた4百万円を資本の部に「その他有価証券
評価差額金」として計上しております。 
 

(退職給付関係) 
当事業年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に
係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会
平成10年6月16日））を適用しております。この変更が
損益に与える影響はありません。 
 また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表
示しております。 
 
 
 
 
 
 
 

（貸借対照表） 
１ 前事業年度において独立掲記しておりました「資本
準備金」は、財務諸表等規則の改正により当事業年度
においては「資本剰余金」の内訳科目として表示して
おります。 
２ 前事業年度において独立掲記しておりました「利益
準備金」は、財務諸表等規則の改正により当事業年度
においては「利益剰余金」の内訳科目として表示して
おります。 
３ 前事業年度において「その他の剰余金」の内訳科目
として表示しておりました「任意積立金」は財務諸表
等規則の改正により当事業年度においては「利益剰余
金」の内訳科目として表示しております。 
４ 前事業年度において「その他の剰余金」の内訳科目
として表示しておりました「当期未処分利益」は、財
務諸表等規則の改正により当事業年度においては「利
益剰余金」の内訳科目として表示しております。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 
 

前事業年度 
(平成14年２月28日) 

当事業年度 
(平成15年２月28日) 

※１ 加盟店貸勘定および加盟店借勘定は、それぞれ加
盟店との間に発生した債権および債務でありま
す。 

※１ 同左 
 

※２ 貯蔵品は主として加盟店配付用のハイウェイカー
ド・バス回数券であります。 

※２ 同左 

※３ 預り保証金は主として加盟店からのものでありま
す。    

※３ 同左 

※４ 区分掲記されたもの以外の関係会社に対する資産
および負債は、次の通りであります。 

未収入金 2,261百万円 
 

※４ 区分掲記されたもの以外の関係会社に対する資産
および負債は、次の通りであります。 

未収入金 3,379百万円 
 

※５ 会社が発行する株式の総数 106,500,000株 
 発行済株式の総数 34,614,580株 
 

※５ 会社が発行する株式の総数 
普通株式 

 
106,500,000株 

 発行済株式の総数 
普通株式 

 
34,614,580株 

 
 ６ 配当制限 

商法第290条第１項第６号の規定により、配当に
充当することが制限されている金額は13百万円で
あります。 

 ６ 偶発債務 
   子会社である株式会社スタイルデザイナーの銀行

借入金10百万円および当社従業員の銀行借入金35
百万円に対して債務保証を行っております。 

   サンクス・コンビニエンス・ストア制度ローン
(加盟店の店舗取得資金等の銀行借入)の残高
2,471百万円およびサンクス商品準備金ローン(加
盟店開店時の商品仕入代金の借入)の残高724百万
円並びにサンクス運転資金ローン(店舗運転資金
の借入)の残高272百万円に対して債務保証を行っ
ております。 

   子会社であるサンクス青森株式会社の青森銀行と
の提携ローン（加盟店の店舗取得資金等の借入）
の残高42百万円に対して債務保証を行っておりま
す。 

 ７ 偶発債務 
   当社従業員の銀行借入金20百万円に対して債務保

証を行っております。 
   サンクス・コンビニエンス・ストア制度ローン

(加盟店の店舗取得資金等の銀行借入)の残高
2,249百万円およびサンクス商品準備金ローン(加
盟店開店時の商品仕入代金の借入)の残高828百万
円並びにサンクス運転資金ローン(店舗運転資金
の借入)の残高219百万円に対して債務保証を行っ
ております。 

   子会社であるサンクス青森株式会社の青森銀行か
らの銀行借入205百万円および提携ローン（加盟
店の店舗取得資金等の借入）の残高76百万円に対
し、またサンクス西埼玉株式会社の三井住友銀行
からの銀行借入249百万円に対して債務保証を行
っております。 
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(損益計算書関係) 
 

前事業年度 
(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

※１ 売上高、売上原価、売上総利益は直営店にかかわ
るものであります。 

※１ 同左 

※２ 受取利息167百万円のうち加盟店からの受取利息
は126百万円であります。 

※２ 受取利息167百万円のうち加盟店からの受取利息
は107百万円であります。 

※３ 
 

――――――――― 
 

※３ 固定資産売却益の内訳 
建物 1百万円 
工具器具備品 0百万円 
計 1百万円 

 
※４ 固定資産売却損の内訳 

建物 6百万円 
計 6百万円 

 

※４ 固定資産売却損の内訳 
建物 20百万円 
その他 1百万円 
計 22百万円 

 
※５ 固定資産除却損の内訳 

建物 274百万円 
構築物 9百万円 
工具器具備品 2百万円 
計 286百万円 

 

※５ 固定資産除却損の内訳 
建物 220百万円 
構築物 6百万円 
工具器具備品 0百万円 
その他 358百万円 
計 586百万円 

 
 

 

(キャッシュ・フロー計算書関係) 
 

前事業年度 
(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 13,486百万円 
現金及び現金同等物 13,486百万円 

 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 10,170百万円 
現金及び現金同等物 10,170百万円 
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 (リース取引関係) 
 

前事業年度 
(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引 
 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額 
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引 
 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額 
 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

車両運搬具 458 258 199 

工具器具 
備品 30,382 12,704 17,677 

ソフトウェア 94 63 30 

合計 30,935 13,026 17,908 
 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

車両運搬具 504 279 224 

工具器具 
備品 31,290 14,885 16,404 

ソフトウェア 87 62 25 

合計 31,883 15,228 16,654 
 

  
 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 4,940百万円 
１年超 13,381百万円 
合計 18,322百万円 

 

  
 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 5,145百万円 
１年超 11,952百万円 
合計 17,098百万円 

 
  
 ③ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息

相 
   当額 

支払リース料 5,575百万円 
減価償却費相当額 5,111百万円 
支払利息相当額 532百万円 

 

  
 ③ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息

相 
   当額 

支払リース料 5,807百万円 
減価償却費相当額 5,348百万円 
支払利息相当額 494百万円 

 
  
 ④ 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 
   ・減価償却費相当額の算定方法 
    ……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。 
   ・利息相当額の算定方法 
    ……リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配
分方法については、利息法によっておりま
す。 

  
 ④ 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 
     同左 
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(有価証券関係) 

前事業年度（平成14年２月28日） 

１ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
取得原価 
（百万円） 

決算日における 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

①株式 79 92 12 

②債券 ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

小計 79 92 12 

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

①株式 49 44 △   5 

②債券 ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

小計 49 44 △   5 

合計 129 136 7 

 

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

内容 貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 601 

合計 601 

 

４ 減損処理を行った有価証券 

 当事業年度において、その他有価証券について32百万円、子会社及び関連会社株式について183百万円、

合計215百万円の減損処理を行っております。その他有価証券で時価のあるものについては、時価が取得原

価に比べて30％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、回復する見込みがあると認められる

場合を除き、減損処理をしております。その他有価証券、子会社及び関連会社株式で時価のないものについ

ては、実質価額が取得原価に比べて50％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、回復可能性

が十分な根拠によって裏付けられる場合を除き、減損処理をしております。 
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当事業年度（平成15年２月28日） 

１ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
取得原価 
（百万円） 

決算日における 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

①株式 115 138 22 

②債券 ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

小計 115 138 22 

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

①株式 47 47 ― 

②債券 ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

小計 47 47 ― 

合計 162 185 22 

 

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

内容 貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 514 

合計 514 

 

４ 減損処理を行った有価証券 

 当事業年度において、その他有価証券について171百万円、子会社及び関連会社株式について129百万円、

合計301百万円の減損処理を行っております。その他有価証券で時価のあるものについては、時価が取得原

価に比べて30％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、回復する見込みがあると認められる

場合を除き、減損処理をしております。その他有価証券、子会社及び関連会社株式で時価のないものについ

ては、実質価額が取得原価に比べて50％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、回復可能性

が十分な根拠によって裏付けられる場合を除き、減損処理をしております。 

 

(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自 平成13年３月１日 至 平成14年２月28日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 
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(退職給付関係) 

前事業年度（自 平成13年３月１日 至 平成14年２月28日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度を設けております。退職一時

金制度から適格退職年金制度への移行を平成７年3月1日に行いました。なお、平成13年12月1日に

長崎屋厚生年金基金から分割設立によりサンクス厚生年金基金を設立しております。 

 

２ 退職給付債務に関する事項 

項目 金額（百万円） 
① 退職給付債務 △  4,194 
② 年金資産 1,654 
③  小計（①＋②） △  2,539 
④ 未認識数理計算上の差異 812 
⑤  合計（③＋④） △  1,727 
⑥ 前払年金費用 ― 
⑦ 退職給付引当金（⑤－⑥） △  1,727 

（注） 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

 

３ 退職給付費用に関する事項 

項目 金額（百万円） 
① 勤務費用 （注） 293 
② 利息費用 119 
③ 期待運用収益 △     67 
④ 退職給付費用（①＋②＋③） 345 
（注） 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 
 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
② 割引率 3.0％ 
③ 期待運用収益率 4.0％ 
④ 数理計算上の差異の処理年数 ８年 
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当事業年度（自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度を設けております。 

 

２ 退職給付債務に関する事項 

項目 金額（百万円） 
① 退職給付債務 △  5,207 
② 年金資産 1,757 
③  小計（①＋②） △  3,450 
④ 未認識数理計算上の差異 1,637 
⑤  合計（③＋④） △  1,812 
⑥ 前払年金費用 ― 
⑦ 退職給付引当金（⑤－⑥） △  1,812 

（注） 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

 

３ 退職給付費用に関する事項 

項目 金額（百万円） 
① 勤務費用 （注） 336 
② 利息費用 125 
③ 期待運用収益 △   66 
④ 数理計算上の差異の費用処理額 101 
④ 退職給付費用（①＋②＋③） 497 
（注） 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 
 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
② 割引率 2.5％ 
③ 期待運用収益率 4.0％ 
④ 数理計算上の差異の処理年数 ８年 
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(税効果会計関係) 

   １ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

前事業年度 
(平成14年２月28日) 

当事業年度 
(平成15年２月28日) 

 
 繰延税金資産(流動) 
  未払事業税否認  277百万円 
  貸倒引当金損金算入限度超過額  307百万円 
  その他  187百万円 
  小計  772百万円 
 繰延税金資産(固定)   
  退職給付引当金損金算入限度 
  超過額  721百万円 

  貸倒引当金損金算入限度超過額  423百万円 
  役員退職慰労引当金否認  53百万円 
  長期前払費用  371百万円 
  その他  190百万円 
  小計  1,759百万円 
  評価性引当額  △ 371百万円 
  小計  1,388百万円 
 繰延税金資産合計  2,161百万円 
  

 
 繰延税金資産(流動) 
  未払事業税否認  164百万円 
  貸倒引当金損金算入限度超過額  230百万円 
  その他  106百万円 
  小計  501百万円 
 繰延税金資産(固定)   
  退職給付引当金損金算入限度 
  超過額  762百万円 

  貸倒引当金損金算入限度超過額  432百万円 
  役員退職慰労引当金否認  59百万円 
  長期前払費用  486百万円 
  その他  440百万円 
  小計  2,180百万円 
  評価性引当額  △ 649百万円 
  小計  1,531百万円 
 繰延税金資産合計  2,033百万円 
  

 

   ２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目の内訳 

前事業年度 
(平成14年２月28日) 

当事業年度 
(平成15年２月28日) 

 
法定実効税率  42.05％ 
（調整）   
交際費等永久に損金に算入され
ない項目  1.00％ 

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目  △ 0.03％ 

  住民税均等割等  0.68％ 
  過年度法人税等  3.97％ 
  その他  △ 0.21％ 
  税効果会計適用後の法人税等 
の負担率  47.46％ 

  

 
法定実効税率  42.05％ 
（調整）   
交際費等永久に損金に算入され
ない項目  1.32％ 

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目  △ 0.07％ 

  住民税均等割等  0.67％ 
  評価性引当額の純増加額  3.09％ 
  その他  △ 0.85％ 
  税効果会計適用後の法人税等 
の負担率  46.21％ 

  
 

 

(持分法損益等) 

前事業年度（自 平成13年３月１日 至 平成14年２月28日） 

当社の当期純利益の額および剰余金の額からみて関連会社に重要性はありませんので、持分法損益等の注記

は省略しております。 

 

当事業年度（自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日） 

当社の当期純利益の額および剰余金の額からみて関連会社に重要性はありませんので、持分法損益等の注記

は省略しております。 
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(関連当事者との取引) 

前事業年度(自 平成13年３月１日 至 平成14年２月28日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 
 

関係内容 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
議決権等の 
被所有割合 
(％) 

役員の 
兼任等 
(名) 

事業上 
の関係 

取引の内容 取引金額 (百万円) 科目 期末残高 
(百万円) 

システム 
開発費 1,012 長期前払 費用 978 

親会社 ㈱シーアンドエス 
愛知県 
稲沢市 13,469 

会 社 の 支
配・管理・
経営戦略の
立案 

直接 100.00 兼任 ４ 純粋持株会社 グループ 
運営費 230 ― ― 

 (注) １ 上記取引については、一般取引条件と同様に決定しております。 
２ 上記金額のうち取引金額および期末残高には消費税等を含めておりません。 

 

２ 役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

３ 子会社等 

該当事項はありません。 

 

４ 兄弟会社等 
 

関係内容 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
議決権等の 
被所有割合 
(％) 

役員の 
兼任等 
(名) 

事業上 
の関係 

取引の内容 取引金額 (百万円) 科目 期末残高 
(百万円) 

親会社
の子会
社 

サークル 
ケイ・ジ 
ャパン㈱ 

愛知県 
稲沢市 8,380 

CVS事業の 
フランチャ 
イズチェー 
ン展開 

― 兼任 ３ CVS事業の 企業提携 
システム 
開発費 444 長期前払 費用 2,919 

 (注) １ 上記取引については、一般取引条件と同様に決定しております。 
２ 上記金額のうち取引金額および期末残高には消費税等を含めておりません。 

 

当事業年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 
 

関係内容 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
議決権等の 
被所有割合 
(％) 

役員の 
兼任等 
(名) 

事業上 
の関係 

取引の内容 取引金額 (百万円) 科目 期末残高 
(百万円) 

システム 
開発費 909 長期前払 費用 1,548 

親会社 ㈱シーアンドエス 
愛知県 
稲沢市 13,469 

会 社 の 支
配・管理・
経営戦略の
立案 

直接 100.00 兼任 ４ 純粋持株会社 グループ 
運営費 352 ― ― 

 (注) １ 上記取引については、一般取引条件と同様に決定しております。 
２ 上記金額のうち取引金額および期末残高には消費税等を含めておりません。 

 

２ 役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 
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３ 子会社等 

該当事項はありません。 

 

４ 兄弟会社等 
 

関係内容 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
議決権等の 
被所有割合 
(％) 

役員の 
兼任等 
(名) 

事業上 
の関係 

取引の内容 取引金額 (百万円) 科目 期末残高 
(百万円) 

システム 
開発費 ― 長期前払 費用 2,151 親会社

の子会
社 

サークル 
ケイ・ジ 
ャパン㈱ 

愛知県 
稲沢市 8,380 

CVS事業の 
フランチャ 
イズチェー 
ン展開 

― 兼任 ３ CVS事業の 企業提携 
資金の借入 800 関係会社短期借入金 800 

 (注) １ 上記取引については、一般取引条件と同様に決定しております。 
２ 上記金額のうち取引金額および期末残高には消費税等を含めておりません。 

 

(１株当たり情報) 
 

前事業年度 
(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

１株当たり純資産額 957円53銭 
 

１株当たり純資産額 1,032円17銭 
 

１株当たり当期純利益 142円32銭 
 

１株当たり当期純利益 138円95銭 
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、新株引受権付社債および転換社債の発行がないため
記載しておりません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計
基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期
純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第４号）を適用しております。 
なお、当事業年度において、従来と同様の方法によっ
た場合の（１株当たり情報）については、以下のとおり
であります。 

１株当たり純資産額 1,032円90銭 

１株当たり当期純利益 139円69銭 
 

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 
前事業年度 

(自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

損益計算書上の当期純利益（百万円） ― 4,835 

普通株式に係る当期純利益（百万円） ― 4,809 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（百万円）   

利益処分による役員賞与金 ― 25 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― 25 

普通株式の期中平均株式数（株） ― 34,614,580 
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(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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⑤ （附属明細表） 

（有価証券明細表） 

（株式） 

投資有価証券 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(その他有価証券)   

㈱スピードグループ 550 290 

㈱シー・ヴイ・エス・ベイエリア 200,000 83 

㈱イーネット 1,240 62 

㈱デジキューブ 590 44 

加藤産業㈱ 57,172 43 

㈱ザックコーポレーション 170 39 

スタイライフ㈱ 600 30 

㈱富士でりかぐるーぷ 600,000 30 

㈱イージャパンアンドカンパニーズ 300 15 

㈱イープラット 800 12 

その他12銘柄 117,380 50 

計 978,802 699 
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（有形固定資産等明細表） 
 

資産の種類 前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

当期末減価 
償却累計額 
又は償却累計
額(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末 
残高 

(百万円) 

有形固定資産        

建物 13,854 2,249 1,091 15,013 6,094 716 8,919 

構築物 1,999 338 19 2,318 990 257 1,327 

車両運搬具 3 ― ― 3 3 0 0 

工具器具備品 916 77 47 946 741 114 205 

土地 1,843 40 ― 1,884 ― ― 1,884 

建設仮勘定 48 2,937 2,973 12 ― ― 12 

有形固定資産計 18,667 5,642 4,132 20,177 7,829 1,088 12,348 

無形固定資産        

 営業権 173 ― 18 155 119 38 35 

 借地権 98 ― ― 98 5 3 93 

 商標権 29 2 ― 31 29 0 2 

 ソフトウェア 1,499 588 1,202 885 513 149 371 
 ソフトウェア 
 仮勘定 418 ― 418 ― ― ― ― 

 電話加入権 267 16 ― 284 ― ― 284 

 その他 297 52 ― 350 188 51 161 

無形固定資産計 2,785 659 1,639 1,806 857 244 948 

長期前払費用 9,781 1,788 566 11,003 3,892 1,753 7,111 

繰延資産        

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 
(注) 当期増加額および減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 有形固定資産 
増 加     

建 物： 上野広小路店他139店の新規オープンによるもの 1,470百万円 
減 少     

建 物： お台場東京ビーチ店他23店の内装設備等の売却 265百万円 
 守口北口店他43店の閉鎖によるもの 416百万円 
 活性化工事による除却 408百万円 

 
 無形固定資産 
減 少   
ソフトウェア： 統合会計システム稼動による既存分除却(システム移行費用を含む) 1,202百万円 

 

 長期前払費用 
増 加   
 加盟店開発投資 577百万円 
 サンクス･サークルケイ統合システム使用料 909百万円 
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（社債明細表） 
 

銘柄 発行年月日 前期末残高 (百万円) 
当期末残高 
(百万円) 

利率 
(％) 担保 償還期限 

第１回ユーロ円建普通社債 平成11年 
11月４日 3,000 ― 年 

2.24％ なし 平成14年 
10月18日 

計 ― 3,000 ― ― ― ― 

 

（借入金等明細表） 
 

区分 前期末残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

平均利率 
(％) 返済期限 

短期借入金 2,300 2,450 0.449 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) ― ― ― ― 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 2,300 2,450 ― ― 

(注) 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 
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（資本金等明細表） 
 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 5,089 ― ― 5,089 

普通株式 (株) (34,614,580) (―) (―) (34,614,580) 

普通株式 (百万円) 5,089 ― ― 5,089 

計 (株) (34,614,580) (―) (―) (34,614,580) 

資本金のうち 
既発行株式 

計 (百万円) 5,089 ― ― 5,089 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 (百万円) 7,521 ― ― 7,521 資本準備金及び 

その他 
資本剰余金 計 (百万円) 7,521 ― ― 7,521 

(利益準備金) (百万円) 417 ― ― 417 

(任意積立金) 
別途積立金 

(百万円) 
(注)    15,100 2,500 ― 17,600 利益準備金及び 

任意積立金 

計 (百万円) 15,517 2,500 ― 18,017 

(注) 任意積立金の増加の原因は、前期決算の利益処分によるものであります。 

 

（引当金明細表） 
 

区分 前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額 
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 2,071 32 202 ― 1,901 

賞与引当金 312 349 312 ― 349 

役員退職慰労引当金 127 14 ― ― 141 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ２月末日 

定時株主総会 ５月中 

株主名簿閉鎖の期間 基準日制を採っているため閉鎖しない 

基準日 ２月末日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ８月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

  取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 
 中央三井信託銀行株式会社 本店 

  代理人 東京都港区芝三丁目33番１号 
 中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 中央三井信託銀行株式会社 本店および全国各支店 
日本証券代行株式会社 本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき印紙税相当額 

単元未満株式の買取り  

  取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 
 中央三井信託銀行株式会社 本店 

  代理人 東京都港区芝三丁目33番１号 
 中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 中央三井信託銀行株式会社 本店および全国各支店 
日本証券代行株式会社 本支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 

毎年２月末および８月31日現在の株主に対し、買物優待券を進呈。 
 
(1) 発行基準   ・1,000株以上につき一律500円券10枚 
         ・500株以上1,000株未満につき、一律500円券5枚 
         ・100株以上500株未満につき、一律500円券２枚 
(2) 利用可能店舗 「サークルＫ」および「サンクス」全店 
(3) 発 行 日  ２月末現在の株主に対するもの  ５月 
         ８月31日現在の株主に対するもの 11月 
(4) 有効期限   11月発行のもの 翌年11月末 
         ５月発行のもの 翌年５月末 

(注) １ 平成15年５月23日より、名義書換代理人を下記のとおり変更いたしました。 
   取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 
        住友信託銀行株式会社 証券代後部 
   代理人  大阪市中央区北浜四丁目５番33号 
        住友信託銀行株式会社  
   取次所  住友信託銀行株式会社 本店および全国各支店 
２ 決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。 
  （ホームページアドレス http://www.csgrp.co.jp/kessan/index.html） 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

 

(1)  
 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

 
事業年度 
(第19期) 

 
自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

 
 
平成14年５月31日 
関東財務局長に提出。 

(2)  半期報告書 (第20期中) 
 

自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日 

 
 
平成14年11月20日 
関東財務局長に提出。 

 

 



ファイル名:150_9343900101505 更新日時:03/05/27 17:45 印刷日時:03/06/02 8:54 

―   ― 107 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



監   査   報   告   書 

平成１４年５月２９日

株式会社シーアンドエス 

代表取締役社長   外  山  泰  三  殿 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シーアンドエスの平成１３年３月１日から平成１４年２月２８日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。 

この監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し、通常実施すべき監査手続を実

施した。 

監査の結果、連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、連結財務諸表の表示方法

は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）の定めるところに準拠してい

るものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の連結財務諸表が株式会社シーアンドエス及び連結子会社の平成１４年２月２８日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示しているもの

と認める。 
  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中中中中    央央央央    青青青青    山山山山    監監監監    査査査査    法法法法    人人人人 

  

  
代表社員 
関与社員 公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
代表社員 
関与社員 公認会計士 山 田   順 

      

  
代表社員 
関与社員 公認会計士 井 上 嗣 平 

      

  関与社員 公認会計士 稲 垣 正 人 

      



監   査   報   告   書 

平成１５年５月２６日

株式会社シーアンドエス 

代表取締役社長   外  山  泰  三  殿 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シーアンドエスの平成１４年３月１日から平成１５年２月２８日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。 

この監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し、通常実施すべき監査手続を実

施した。 

監査の結果、連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、連結財務諸表の表示方法

は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）の定めるところに準拠してい

るものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の連結財務諸表が株式会社シーアンドエス及び連結子会社の平成１５年２月２８日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示しているもの

と認める。 
  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中中中中    央央央央    青青青青    山山山山    監監監監    査査査査    法法法法    人人人人 

  

  
代表社員 
関与社員 公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
代表社員 
関与社員 公認会計士 山 田   順 

      

  
代表社員 
関与社員 公認会計士 井 上 嗣 平 

      

  関与社員 公認会計士 稲 垣 正 人 

      



監   査   報   告   書 

平成１４年５月２９日

株式会社シーアンドエス 

代表取締役社長   外  山  泰  三  殿 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シーアンドエスの平成１３年３月１日から平成１４年２月２８日までの第１９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。 

この監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し、通常実施すべき監査手続を実

施した。 

監査の結果、会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し、か

つ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、財務諸表の表示方法は、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の財務諸表が株式会社シーアンドエスの平成１４年２月２８日現在の財政状態及び同日を

もって終了する事業年度の経営成績を適正に表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中中中中    央央央央    青青青青    山山山山    監監監監    査査査査    法法法法    人人人人 

  

  
代表社員 
関与社員 公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
代表社員 
関与社員 公認会計士 山 田   順 

      

  
代表社員 
関与社員 公認会計士 井 上 嗣 平 

      

  関与社員 公認会計士 稲 垣 正 人 

      



監   査   報   告   書 

平成１５年５月２６日

株式会社シーアンドエス 

代表取締役社長   外  山  泰  三  殿 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シーアンドエスの平成１４年３月１日から平成１５年２月２８日までの第２０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。 

この監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し、通常実施すべき監査手続を実

施した。 

監査の結果、会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し、か

つ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、財務諸表の表示方法は、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の財務諸表が株式会社シーアンドエスの平成１５年２月２８日現在の財政状態及び同日を

もって終了する事業年度の経営成績を適正に表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中中中中    央央央央    青青青青    山山山山    監監監監    査査査査    法法法法    人人人人 

  

  
代表社員 
関与社員 公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
代表社員 
関与社員 公認会計士 山 田   順 

      

  
代表社員 
関与社員 公認会計士 井 上 嗣 平 

      

  関与社員 公認会計士 稲 垣 正 人 

      


